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第１章 計画の基本的な考え方                    

１ 計画の位置付け・性格 

（１）基本的な考え方 

この計画は、いわての子どもを健やかに育む条例（平成 27 年岩手県条例第 30 号。

以下「条例」という。）第 11 条に基づき、子ども・子育て支援に関する施策の総合的

かつ計画的な推進を図るための「子ども・子育て支援に関する基本的な計画」として

策定するものです。 

本計画の策定に当たっては、条例第３条の基本理念を基本的な考え方としています。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）次世代育成支援対策推進法に基づく都道府県行動計画としての位置付け 

本計画は、次世代育成支援対策推進法（平成 15 年法律第 120 号）第９条（以下「法」

という。）に規定する都道府県行動計画としての位置付けも有するものです。 

法第９条に定める都道府県行動計画の内容 本プラン第３章の３「推進する施策」 

地域における子育ての支援 

 

 

 

（１）子どもの健やかな成長を支援する 

（２）子育て家庭を支援する 

（３）子どもを生む世代が安心できる環境

をつくる 

保護を要する子どもの養育環境の整備 （１）子どもの健やかな成長を支援する 

母性並びに乳児及び幼児の健康の確保及び

増進 

（３）子どもを生む世代が安心できる環境

をつくる 

子どもの心身の健やかな成長に資する教育

環境の整備 

（１）子どもの健やかな成長を支援する 

 

子どもを育成する家庭に適した良質な住宅

及び良好な居住環境の確保 

（２）子育て家庭を支援する 

 

職業生活と家庭生活との両立の推進その他

の次世代育成支援対策の実施に関する計画 

（２）子育て家庭を支援する 

（３）子どもを生む世代が安心できる環境

をつくる 

 

第３条 子ども・子育て支援は、子どもの権利を尊重し、その最善の利益を考慮して行

われなければならない。 

２ 子ども・子育て支援は、結婚や出産は個人の決定に基づくものであることを基本と

しつつ、結婚、妊娠、出産及び子育ての各段階に応じて、切れ目なく行われなければ

ならない。 

３ 子ども・子育て支援は、県、市町村、保護者、子ども・子育て支援機関等、事業主

及び県民が適切な役割分担の下に、相互に連携し、及び協力することにより行われな

ければならない。 

条例の基本理念 



 

2 

（３）いわて県民計画（2019～2028）との関係 

    本計画は、いわて県民計画（2019～2028）の「長期ビジョン」及び第１期アクショ

ンプラン「政策推進プラン」、「復興推進プラン」等における基本的な考え方や政策推進

の基本方向等を踏まえ、一体的に推進していくものです。 

 

   また、本計画は、いわて県民計画（2019～2028）の政策の体系における「家族・子育

て」分野をはじめ、各政策分野の子ども・子育て支援に関する施策を、条例（第９条）

に基づき、横断的に進めるものです。 

 

＜参考：いわて県民計画（2019～2028）―長期ビジョン―＞ 

いわて県民計画（2019～2028）の政策の体系

〔長期ビジョン〕
■基本目標
東日本大震災津波の経験に基づき、

引き続き復興に取り組みながら
お互いに幸福を守り育てる希望郷いわて

Ⅰ

健
康
・
余
暇

Ⅱ

家
族
・
子
育
て

Ⅲ

教

育

Ⅳ

居
住
環
境
・

コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ

Ⅴ

安

全

Ⅵ

仕
事
・
収
入

Ⅶ

歴
史
・
文
化

Ⅷ

自
然
環
境

Ⅸ 社 会 基 盤

Ⅹ 参 画

 

（４）他の児童福祉に関する計画等との関係 

    本計画は、他の児童福祉に関する計画の内容を反映しています。 

・ 子ども・子育て支援法に基づく「岩手県子ども・子育て支援事業支援計画」 

・ 子どもの貧困対策の推進に関する法律に基づく「岩手県子どもの幸せ応援計画」 

・ 母子及び父子並びに寡婦福祉法に基づく「岩手県ひとり親家庭等自立促進計画」 

・ 『「都道府県社会的養育推進計画」の策定について（厚生労働省子ども家庭局長 

通知）』に基づく「岩手県社会的養育推進計画」 

・ 「岩手県児童虐待防止アクションプラン」 

 

   また、国の母子保健分野の計画である「健やか親子 21」に対応する県計画の内容を

抱合しています。 
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２ 計画期間 

2020 年度から 2024 年度までの５年間 

 

３ 計画の構成 

   第１章 計画の基本的な考え方 

   第２章 本県の子どもと家庭をめぐる状況 

   第３章 目指す姿及び推進する施策 

   第４章 計画推進に向けて 
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第２章 本県の子どもと家庭をめぐる状況                        

１ 少子化の動向 

・ 未婚者の増加や晩婚化などにより、本県の合計特殊出生率（※１）は、昭和 50 年以

降低下してきましたが、近年では横ばいとなっています。 

・ 本県の出生数は、依然として減少しているほか、少子高齢化の進展により県内人口に

占める子どもの割合も一貫して減少しています。 

 

（１）合計特殊出生率の状況 

   

（資料：厚生労働省「人口動態統計」） 

   全国の合計特殊出生率（※１）は昭和 50 年以降、急速に減少し、平成 17 年には 1.26

まで減少しましたが、その後は上昇に転じています。 

   本県においては、平成 17 年以降、概ね横ばいで推移しています。平成 30 年は、本

県の数値（1.41）が全国値（1.42）を下回っています。 

 

※１ 合計特殊出生率: 女性の年齢別出生率 を合計したものであり、一人の女性が平均何人

の子供を産むかを長期的に示す指標である。 人口が増えも減りもしない水準（人口の置

き換え水準）は、2.1 とされている。 

  

1.26 
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1.41 
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1.6
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2

2.2

昭45 昭50 昭55 昭60 平2 平7 平12 平17 平22 平27 平28 平29 平30 

全国 
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（２）出生数の状況 

 

（資料：厚生労働省「人口動態統計」、岩手県統計年鑑） 

   本県の出生数は、昭和 50 年には 22,120 人でしたが、平成 30 年には 7,615 人に減少

しています。 

 

（３）子どもの数の状況 

 

（資料：総務省「国勢調査」、岩手県人口移動報告年報）  

   本県の 14 歳以下の子どもの数は、平成 30 年には 140,134 人と減少しており、県内

人口に占める割合も 11.3％と減少しています。  
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（４）理想の子どもの数等の状況 

   

（資料：国立社会保障・人口問題研究所「第 15 回出生動向基本調査」） 

   全国の調査における、夫婦の理想の子ども数と最終的な出生子ども数にはギャップ

があり、また、いずれの数についても平成 14 年以降、減少しています。 

 

２ 結婚を取り巻く環境 

・ 本県の未婚率、平均初婚年齢が上昇しており、未婚化、晩婚化が進行しています。 

・ 全国的な傾向としては、結婚相手となる異性と出会う機会の減少や不安定な若者の生

活基盤などが背景としてあげられます。 

 

（１）未婚率、50 歳時未婚率の状況 

①未婚率                             （単位：％） 

 

   本県の未婚率は、男女を問わず上昇しています。 

   また、男性の 30～44 歳の未婚率が全国数値を上回っているほか、女性の未婚率が大

きく上昇しています（1.0～2.4％）。 
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ども数 

（人） [全国] 

平22年 平27年 平22年 平27年 平22年 平27年 平22年 平27年

全　国 69.2 68.3 46.0 44.7 34.8 33.7 28.0 29.0
岩手県 64.6 66.3 45.1 45.9 35.4 36.0 29.9 31.2
全　国 58.9 58.8 33.9 33.6 22.7 23.3 17.1 19.0
岩手県 52.3 54.3 31.1 32.1 21.0 22.8 15.8 18.2

40～44歳

男
性

女
性

25～29歳 30～34歳 35～39歳

（資料：総務省「国勢調査」） 
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 ②50 歳時未婚率 

   

（資料：総務省「国勢調査」）  

 

本県の 50 歳時未婚率は、男女ともに全国と同様の傾向で上昇しており、また、男性

については全国数値を上回っています。 

 

（２）婚姻件数、婚姻率の状況 

   

（資料：厚生労働省「人口動態統計」） 

本県の婚姻件数、婚姻率（人口千人当たり割合）とも、近年は微減傾向にあります。

また、婚姻率は全国値を下回っています。 
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（３）平均初婚年齢の状況 

 

（資料：厚生労働省「人口動態統計」）  

   平均初婚年齢は、近年は横ばい傾向となっています。 

本県では、平成 2 年と平成 30 年を比較すると、夫が 2.8 歳、妻が 3.4 歳上昇してい

ます。 

 

（４）結婚の意思を持つ未婚者の状況 

   

（資料：国立社会保障・人口問題研究所「第 15 回出生動向基本調査」） 

   全国の調査における、結婚の意思を持つ未婚者は、平成 14 年以降、下げ止まりが

見られましたが、近年は再び減少しています。 
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（５）結婚していない理由の状況 

 

（資料：国立社会保障・人口問題研究所「第 15 回出生動向基本調査」） 

   全国の調査における、25～34 歳未婚者が独身にとどまっている理由は、「適当な相

手にめぐり合わない」が最も多くなっています。 

また、結婚しない理由として「必要性を感じない」、「自由や気楽さを失いたくない」

といった項目が高くなっているほか、男性の結婚できない理由として「結婚資金が足

りない」の項目が高くなっています。 

 

（６）未婚者が希望するライフコースの状況 

① 未婚の女性の理想のライフコース 
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 ② 未婚の男性の理想のライフコース 

 

 

 

 

 

 

（資料：国立社会保障・人口問題研究所「第 15 回出生動向基本調査」） 

 

 全国の調査における、未婚の女性の理想のライフコースでは、仕事と子育ての両立

が増加しており、専業主婦を望む人は減少しています。 

また、男性が期待する女性のライフコースをみても、仕事と子育ての両立が増加し

ており、専業主婦を望む人は減少しています。 

 

 

 

３ 子育て家庭の状況 

・ 核家族化が進行し、本県の世帯数は増加していますが、世帯人員は減少しています。 

・ 働く女性の割合が増加しており、保育所等入所待機児童が発生しています。 

・ 平成 30 年度に実施した岩手県子どもの生活実態調査によれば、就学援助世帯では「母

子世帯」が６割を占めています。また「民生委員・児童委員」や「保健センターや市町

村の窓口」など、公的な相談窓口が有効に活用されていないなどの実態が明らかとなっ

ています。 

 

  

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

35.0

40.0

45.0

50.0

専業主婦 再就職 両立 ＤＩＮＫＳ 非婚就業 

平4 

平9 

平14 

平17 

平22 

平27 

【専業主婦】結婚し、家事や育児に専業する  

【再就職】結婚し、一旦は仕事を辞めるが、再就職する  

【両立】結婚し、家庭や子育てと仕事を両立する  

【ＤＩＮＫＳ】結婚し、子どもは持たずに仕事を続ける  

【非婚就業】結婚せず、仕事を続ける  

[全国] （％） 



 

11 

（１）世帯当たり人員数の状況 

   

（資料：総務省「国勢調査」） 

   本県の世帯数は増加していますが、世帯当たり人員数は減少しており、核家族化が

進んでいます。 

 

（２）働く女性の状況                      （単位：人）  

   

（資料：総務省「国勢調査」）  

   本県の、雇用者総数に占める「女性雇用者の割合」は、平成 27 年は 45.7％、15～

64 歳の「女性生産年齢人口に占める雇用者数の割合」は、平成 27 年は 63.2％となっ

ており、いずれも増加しています。  
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女性生産年齢人口
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42.0% 47.3% 51.2% 53.5% 55.7% 63.2%

493,049 

[岩手県] 
（万世帯） （人） 
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（３）出産年齢の状況 

   母の第１子出産平均年齢 

   

  （資料：厚生労働省「人口動態統計」）  

本県の、母の第１子出産平均年齢は上昇を続けており、平成 30 年に初めて 30 歳を

超えています。 

 

（４）分娩を取り扱う医療機関の状況         （単位：機関） 

   

 （資料：日本産婦人科医会調査 ※隔年調査）      

   本県の分娩を取り扱う医療機関は、病院、診療所ともに減少を続けています。 

 

（５）保育所等入所待機児童数の状況 

   

（資料：子ども子育て支援室調） 

   本県の、保育所等の定員は増加しているものの、保育所等入所待機児童（４月１日

現在）が発生しています。 
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（６）一般事業主行動計画の策定の状況 

［岩手県・平成 31 年３月末現在］  

常時雇用する労働者数  100 人以下 101～300人 301 人以上  合 計 

策定届の届出企業数  236 社 360 社 111 社 868 社 

届出率 - 100% 100% - 

（資料：厚生労働省「都道府県別一般事業主行動計画策定届の届出及び認定状況」）  

   次世代育成支援対策推進法に基づき、常時雇用する労働者が 101 人以上の企業にお

いては一般事業主行動計画の策定が義務付けられており、本県では、101 人以上の企

業の全てにおいて計画を策定しています。 

 

（７）ひとり親世帯の状況 

   

（資料：岩手県母子世帯等実態調査基礎調査）  

   本県の、ひとり親世帯は増加傾向にありましたが、平成 30 年は母子世帯、父子世

帯、総数ともに減少しています。 

 

（８）岩手県子どもの生活実態調査（平成 30 年度実施）（※１）の結果 

  ① 収入階層（※２）ごとの世帯構成 

 

    中央値以上の世帯では９割以上が「両親のいる世帯」であるのに対し、就学援助

世帯では「母子世帯」が（「母及び 18 歳未満の子のみ」、「18 歳以上の親族等同居」

合わせて）６割を占めています。 
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その他 60.1% 

［岩手県］ （千世帯） 

12,506 

11,301 

1,205 



 

14 

  ② 親の就労状況 

【父親の就労状況】 

 

【母親の就労状況】 

 

父親に比較し、母親では「フルタイム（正規職員）」の割合が低く、「パート・ア

ルバイト」の割合が高くなっています。 

 

  ③ 子どもや生活に関する相談相手 

 

 

「民生委員・児童委員」や「保健センターや市町村の窓口」など、公的な相談窓

口が有効に活用されておらず、お金の相談・家計管理では、就学援助世帯の 28.1％

が相談できる人はいないと回答しています。 
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81.1% 
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父子世帯（18歳以上の

親族等同居） 

父子世帯（父及び18歳

未満の子のみ） 

両親のいる世帯 

フルタイム（正規職員） 

フルタイム（非正規職員） 

パート・アルバイト 

自営業（農業・林業・漁業含む） 

その他の働き方をしている 

働いていない 

無回答 

43.3% 

41.0% 

32.4% 

18.0% 

22.7% 

10.3% 

25.3% 

25.2% 

35.5% 
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母子世帯（18歳以上の

親族等同居） 

母子世帯（母及び18歳

未満の子のみ） 

両親のいる世帯 

フルタイム（正規職員） 

フルタイム（非正規職員） 

パート・アルバイト 

自営業（農業・林業・漁業含む） 

その他の働き方をしている 

働いていない 

無回答 

中央値
以　上

中央値
未　満

中央値の
1/2未満

就学援助
世　　帯
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以　上

中央値
未　満

中央値の
1/2未満

就学援助
世　　帯

自分の親や配偶者・パー
トナーの親

88.8% 82.6% 71.3% 67.2% 86.6% 77.8% 64.1% 56.5%

兄弟や親戚 32.2% 31.9% 27.9% 30.7% 11.9% 13.2% 14.3% 16.7%

友人、知人や同僚 54.0% 50.2% 44.2% 47.1% 8.8% 9.0% 8.8% 11.3%

民生委員・児童委員 0.5% 0.5% 0.6% 1.1% 0.0% 0.0% 0.1% 0.1%

学校の先生 24.9% 21.1% 17.1% 21.1% 0.1% 0.1% 0.0% 0.1%

放課後児童クラブや児童
センターの指導員

2.8% 2.3% 2.0% 4.4% 0.0% 0.0% 0.1% 0.0%

保健センターや市町村な
どの窓口

1.6% 1.6% 2.1% 2.7% 0.1% 0.2% 0.3% 0.8%

社会福祉協議会、生活困
窮者自立相談支援機関

0.1% 0.2% 0.5% 0.6% 0.0% 0.3% 1.3% 1.6%

その他 2.5% 2.3% 3.1% 4.2% 1.9% 1.4% 2.2% 2.6%

相談できる人はいない 1.3% 2.3% 5.3% 5.9% 6.7% 11.7% 19.8% 28.1%

無回答 1.6% 2.8% 3.8% 1.9% 2.6% 5.1% 5.6% 2.6%

お金の相談・家計管理子どものしつけや発達
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  ④ 医療機関への受診 

【過去１年間に医療機関で子どもを受診させた方がよいと思ったが、実際には受診

させなかったことがあるか】 

    

 

【医療機関を受診させなかった理由】 

 

    収入が低い階層では、経済的な理由により子どもを医療機関に受診させなかった

ことがある割合が高くなっています。 

 

  ⑤ 子どもの居場所に対するニーズ 

【無料か安い料金でご飯が食べられる「子ども食堂」があったら行きたいと思うか】 

 

    収入階層に関わらず「子どもの居場所」に対するニーズが高くなっています。 

 

※１ 岩手県子どもの生活実態調査:「岩手県子どもの幸せ応援計画（2020～2024）」の策定に

当たり、子どもの生活実態を把握し、具体的な施策の検討を行うため、小学５年生、中学

２年生の全ての児童生徒及びその保護者 41,176 人、就学援助世帯の全ての保護者 7,748

25.6% 

20.4% 

16.0% 

11.0% 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

就学援助世帯 

中央値の1/2未満 

中央値未満 

中央値以上 

ある 

ない 

無回答 

27.8% 

23.3% 

14.8% 

3.9% 

43.4% 

42.4% 

50.9% 

58.0% 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

就学援助世帯 

中央値の1/2未満 

中央値未満 

中央値以上 
公的医療保険に加入していなかったた

め 

医療機関での自己負担金を支払うこと

ができなかったため 

お子さん本人が（行くのが）嫌だと

言ったため 

医療機関までの距離が遠く、通院する

ことが困難であったため 

多忙で、医療機関に連れて行く時間が

なかったため 

その他 

49.2% 

50.8% 

47.2% 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

中央値の1/2未満 

中央値未満 

中央値以上 

行きたい 行きたいと思わない 無回答 
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人を対象に、平成 30 年８月に実施した。 

 

※２ 収入階層の区分:平成 29 年の世帯年収（税込）を、世帯員数の平方根で除して得た値に

より、中央値以上、中央値未満及び中央値の 1/2 未満の３つに区分し、これに就学援助世

帯を加えた４階層に分類した。 

なお、「⑤ 子どもの居場所に対するニーズ」に係る児童生徒の回答については、就学

援助世帯に属する児童生徒の回答の抽出が困難なため、中央値以上、中央値未満及び中央

値の 1/2 未満の３階層に分類した。 

 

（９）自己肯定感を持つ児童生徒等の状況 

 ①自分には、よいところがあると思いますか 

 

    

  

（資料：全国学力・学習状況調査） 

本県の児童、生徒に対して行った調査によると、「自分には、よいところがあると思

いますか」の質問に対して「当てはまる」「どちらかと言えば、当てはまる」と回答し

た割合が、児童では 80.5％、生徒では 72.6％となっています。 

  

36.8 

43.7 

0%

20%

40%

60%

80%

100%

平27 平28 平29 平30 平31 

小学６年生 

26.9 

45.7 

0%

20%

40%

60%

80%

100%

平27 平28 平29 平30 平31 

中学３年生 

［岩手県］ 
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 ②いじめは、どんな理由があってもいけないことだと思いますか 

 

    

  

（資料：全国学力・学習状況調査） 

本県の児童、生徒に対して行った調査によると、「いじめは、どんな理由があっても

いけないことだと思いますか」の質問に対して「当てはまる」「どちらかと言えば、当

てはまる」と回答した割合が、児童では 97.6％、生徒では 96.5％となっています。 

 

４ 要保護児童等の状況 

・ 家庭養育機能の脆弱化や子育ての孤立化などによる養育者の育児不安の増加、児童

虐待に対する社会の関心の高まりなどを背景に、本県の児童虐待対応件数は、近年、

大幅に増加しています。 

・ 本県の社会的養護（施設入所等）を必要とする児童数（人口 10 万人当たり）、里親

委託率は上昇傾向となっています。 

 

（１）児童虐待の対応状況 

 

（資料：厚生労働省「福祉行政報告例」）  

   本県の児童虐待対応件数は増加を続けています。また、児童相談所においては平成

28 年度に、市町村においては平成 30 年度に大幅な増加がみられます。 

87.0  

10.6  

0%
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小学６年生 

82.2  

14.3  
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100%
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中学３年生 

390  
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844  
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（件） 

［岩手県］ 

［岩手県］ 
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（２）要保護児童数・里親委託率の状況  

 

  （資料：子ども子育て支援室調） 

   本県の、児童人口 10 万人当たりの要保護児童数（施設入所児童及び里親委託児童）、

里親への委託割合（震災分を除く）は、平成 26 年度から平成 30 年度の５年間で上昇

傾向となっています。 

 

 

 

５ 東日本大震災津波の発生による子どもを取り巻く状況 

・ 平成 23 年３月 11 日に発生した、東日本大震災津波の被災やこれに伴う地域社会や

住環境の変化などにより、子どもの健やかな成長などに影響を与えることが懸念され

ます。 

 

（１） 被災による遺児・孤児の状況（発災時、県内居住児童数） 

孤 児 遺 児 合 計 

９４人 ４９０人 ５８４人 

            （資料：子ども子育て支援室調） 

  

179.1 

22.3 
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［岩手県］ 
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６ 本県の子どもと家庭をめぐる現状認識 

（１） 少子化が進行 

平成 30 年（2018 年）の合計特殊出生率は、1.41 と依然として低い水準にとどま

っているほか、全国値 1.42 を下回っています。 

また、平成 30 年（2018 年）の出生数は、7,615 人と 10 年前（平成 20 年 10,223

人）と比較して 2,608 人減少しています。 

 

（２） 未婚化、晩婚化が進行 

平成 27 年（2015 年）の 50 歳時未婚率は、男性が 26.16％、女性が 13.07％で、

男性の 50 歳時未婚率は、全国第２位の高さとなっています。 

また、平均初婚年齢も上昇しているなど未婚化、晩婚化が一層進んでいます。 

 

（３） 安心して出産できる環境の整備が必要 

核家族化の進行や、出産年齢の上昇などによるリスクの高い妊婦の増加や分娩を

取り扱う医療機関が減少する中で、安心して子どもを生み育てるためには、悩みを

抱える妊産婦等を早期に発見し、相談支援につなげるとともに、周産期医療機関の

機能分担と連携及び救急搬送体制の充実強化による、安心して出産できる環境の整

備が必要です。 

 

（４） 養育者の育児不安が増加 

世帯当たり人員数の減少や核家族化が進行していることから、このことを背景と

する、身近に育児の手助けをしてくれる人の不在や家庭における養育機能の低下、

子育ての孤立化などにより、養育者の育児不安が増加しており、親の子育てする力

の向上や身近な地域における相談支援体制の整備などの取組を推進していくことが

必要です。 

 

（５） 仕事と子育ての両立に向けた更なる環境整備が必要 

仕事と子育ての両立に向けた保護者への支援が求められているが、保育所等にお

ける待機児童が発生しており、保育所等の利用定員の拡大や病児保育などの多様な

保育サービスを充実していくことが必要です。 

また、仕事と子育ての両立に向けて更なる環境整備を図るとともに、働き方改革

や女性活躍支援を進め、子育てや家庭教育に取り組む保護者を支援する取組が必要

です。 

 

（６） ひとり親家庭の支援の充実が必要 

岩手県子どもの生活実態調査の結果、ひとり親家庭等の就労形態や収入は不安定

な場合が多く、経済状況の影響を受けやすいことや、公的支援施策が十分に活用さ

れていないことなどが明らかとなったことから、就労支援、教育支援、相談支援等

の充実を図るとともに、関係機関等と連携して、包括的な支援体制を構築していく

ことが必要です。 
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（７） 子どもの貧困対策の推進が必要 

岩手県子どもの生活実態調査の分析結果を踏まえ、子どもの現在及び将来が生ま

れ育った環境に左右されることのないよう、保護者に対する職業生活の安定と向上

に資するための就労支援の充実、教育の支援の確実な実施、相談支援の強化を図る

など、環境整備を進めることが必要です。 

 

（８） 自己肯定感を持つ児童生徒の割合等を更に高めていくことが必要 

児童生徒を対象にした意識調査によると、自己肯定感を持つ児童生徒や、いじめ

はいけないことだと思う児童生徒の割合が増加傾向にあり、児童生徒の豊かな人間

性と社会性を育むため、学校、家庭、地域が連携して人権教育や体験活動などに取

り組み、この割合を更に高めていく必要があります。 

 

（９） 児童虐待対応件数が増加 

児童虐待相談は、近年、子供の面前で配偶者に対し暴力を振るう事案、いわゆる

面前ＤＶについての警察からの通告や、児童虐待に対する意識が高まったことに伴

う近隣、知人からの通告により、増加の一途をたどっていることから、これに適切

に対応していくため、児童相談所の体制強化や市町村の児童家庭相談体制の充実に

取り組むとともに、児童虐待のない地域づくりに向け、関係機関との連携強化や見

守り体制の充実、住民への意識啓発など、地域全体で児童虐待防止の取組を推進し

ていくことが必要です。 

 

（10） 要保護児童数が増加 

新たに里親委託や児童養護施設等への入所措置を受ける子どもは、平成 28 年度以

降、増加を続けており、家庭環境に恵まれず社会的養護を必要とする子どもたちに

対して、家庭的環境での養育を促進するため、里親委託の推進や児童養護施設等の

環境改善・ケア体制の充実を図るとともに、施設を退所した子どもたちに対しても

進学や就労等の支援を行っていくことが必要です。 

 

（11） 東日本大震災津波による孤児・遺児への支援が必要 

東日本大震災津波による孤児・遺児は、未だその半数近くが成人に達しておらず、

引き続き、安心して学び、成長していくための支援が必要です。 

また、沿岸地域の子ども達の多くは、震災そのものの心労に加え、環境の変化や

被災生活の長期化などによる様々なストレスを受けており、こころのケアなどの支

援が必要です。 

 

（12） 自然災害の発生や社会経済環境の激変等に伴う影響 

近年多発する自然災害や、直近の新型コロナウイルス感染症流行の例があるよう

に、県民生活に大きな影響を受ける事態が生じた場合、その影響を受けやすいひと

り親家庭等の子どもの生活や、児童虐待のリスクなどを注視し、状況に応じた支援

が必要です。 
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第３章 目指す姿及び推進する施策                            

１ 目指す姿 

  第２章における現状を踏まえ、この計画に基づく施策の実施を通じて目指す姿を次

のとおり位置づけ、県、市町村、保護者、子ども・子育て支援機関等（※１）、事業主、

県民が参加・連携・協力し、その実現に向けて取り組んでいきます。 

 

＜目指す姿＞  

 社会全体で県民の結婚、妊娠、出産及び子育てを支え、誰もが子どもを健やかに育み

やすいと実感できるいわて 

 

また、この計画を推進することにより、岩手の子どもたちが、豊かな自然や伝統文

化の中で、岩手に愛情や誇りを持ち、人とのつながりを大切にしながら、岩手の将来を

担う若者として多様な活動に取り組んでいくことを期待します。 

 

※1 子ども・子育て支援機関等：幼稚園、小学校等の教育機関、保育所、児童養護施設等

の児童福祉施設、子ども・子育て支援を行うことを目的とする特定非営利活動法人その

他の子ども・子育て支援を行う機関、施設及び団体 

 

 

２ 目指す姿指標 

目指す姿の達成度をはかるため、下記の指標を設定します。 

 

本計画は、いわて県民計画（2019～2028）における基本的な考え方や政策推進の基

本方向等を踏まえ、一体的に推進していくこととしていることから、いわて県民計画

（2019～2028）長期ビジョンの「家族・子育て」の政策分野における主要な指標を目指

す姿指標として設定しています。 

また、年度目標値は、いわて県民計画（2019～2028）の第１期アクションプランで

ある、政策推進プラン（計画期間：令和元年度～令和４年度）において設定している指

標を設定していますが、当該プランは令和４年度までを計画期間としていることから、

次期プランが策定された時点で、年度目標値を置き換えることとします。 

 

【目指す姿指標①】合計特殊出生率 

現状値 年度目標値 

2018 2020 2021 2022 

1.41 1.53 1.55 1.58 
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【目指す姿指標②】男性の家事時間割合（※１）（単位：％） 

現状値 年度目標値 

2018 2020 2021 2022 

40.7 38.0 39.0 40.0 

 ※１ 男性の家事時間割合：共働き世帯の女性の家事時間に対する男性の家事時間の割合 

 

【目指す姿指標③】総実労働時間（単位：時間） 

現状値 年度目標値 

2018 2020 2021 2022 

1,840.8 1,776.0 1,784.4 1,720.8 

 

 

３ 推進する施策 

   この計画の目標達成に向けて、条例第９条に基づき、次の施策を進めます。 

 

（１）子どもの健やかな成長を支援する 

岩手県子どもの幸せ応援計画を策定し、子どもの貧困対策に取り組みます。また、

児童虐待防止に取り組むとともに保護を要する子どもの代替養育を確保するため岩

手県社会的養育推進計画による取組を進めます。 

さらに、生きる力を育むための教育環境を整備し、地域における体験活動及び交

流活動の促進等に取り組みます。 

 

  ・ 岩手県子どもの生活実態調査の結果を踏まえ、子どもの現在及び将来が生まれ育

った環境に左右されることのないよう、保護者に対する就労支援や相談支援等に取

り組みます。 

 

・ 児童虐待防止対策を推進します。また、保護を要する子どもの養育環境の整備に

向け、家庭環境に恵まれず社会的な養護を必要とする子どもが、より家庭的な雰囲

気の中で養育されるよう里親委託の推進や、児童養護施設等の環境改善・ケア体制

の充実を図ります。 

 

・ 生きる力を育むため、これからの社会で活躍するために必要な資質・能力の育成

や、自他の生命を大切にし、他者の人権を尊重する心の育成、学校・家庭・地域が

連携した体験活動の推進などを通じた豊かな心の育成などに取り組みます。 

 

・ 地域における体験活動及び交流活動の促進に向け、児童館（※１）や放課後児童

クラブ（※２）等による遊び体験の充実を図ります。また、伝統文化の体験を通じ、

地域行事への参加等による地域との交流活動を促進します。 
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（２）子育て家庭を支援する 

岩手県ひとり親家庭等自立促進計画を策定し、就労形態や収入は不安定な場合が

多く、経済状況の影響を受けやすいひとり親家庭に対して、関係機関等と連携し包

括的に支援する取組を進めます。 

また、岩手県子ども子育て支援事業支援計画により、市町村が取り組む子育てに

関する相談体制や保育サービスの充実等を支援し、職業と子育て等の家庭生活との

両立を支援します。 

 

・ ひとり親家庭の支援のため、就労支援、教育支援、相談支援等の充実を図るとと

もに、関係機関等と連携して、包括的な支援体制を構築します。 

 

  ・ 待機児童の解消など保育サービスの充実、必要とする全ての家庭が利用できるよ

う計画的な施設整備やサービスの質の向上を支援するため、市町村が地域の教育・

保育・子育て支援のニーズに対応して実施する地域子ども・子育て支援事業を支援

します。 

 

  ・ 子ども・子育て支援機関等が行う子ども・子育て支援の活用に向け、認定こども

園や保育所等が親子の交流や子育て等に関する情報交換の場として活用されるよう、

その機能の充実に努めます。また、子育て中の親子の交流活動の促進に向け、子育

てサークルの活動の充実に向けた情報提供を推進します。 

 

  ・ 職業生活と家庭生活との両立のために必要な職場環境の整備に向け、働き方改革

や女性活躍支援を進め、仕事と子育ての両立を支援する企業の認証・表彰の実施な

どにより、子育てにやさしい職場環境づくりを推進します。 

 

（３）子どもを生む世代が安心できる環境をつくる 

    少子化が進む中、多様な機会を通じた結婚、出産、子育て等に関する情報の切れ

目のない提供、家庭や子育ての大切さについての理解の促進を図るとともに、働き

方改革や女性活躍支援を進めます。 

 

・ 結婚したいと願う県民の希望をかなえるため、”いきいき岩手”結婚サポートセン

ター（※３）によるマッチング支援や結婚情報の提供などを促進します。 

 

・ 子どもを安心して生み育てることができるよう、妊娠、出産、育児等について総

合的な支援を行う子育て世代包括支援センター（※４）の設置促進や、産後ケア事

業（※５）などの妊産婦支援の促進に取り組みます。 

 

・ 総合周産期母子医療センター（※６）を中核として、地域の周産期母子医療セン

ターや診療所、市町村等との連携を促進し、妊娠のリスクに応じた適切な周産期医

療（※７）の提供に努めます。 

 



 

24 

・ 就労の支援の推進のため、就業支援員等による企業訪問・相談を通じて、求職者

の就業を支援するとともに、「ジョブカフェいわて」などを拠点として、キャリアカ

ウンセリングや研修等により就職活動や職場定着を支援します。 

 

・ 若い世代の県内就業を促進するため、関係団体・機関が連携し新卒者の県内就業

率の向上や離職防止の取組を進めます。特に、就職期の女性の地元定着のための取

組を推進します。 

 

・ Ｕ・Ｉターンを推進するため、首都圏等在住者に訴求力の高い情報発信に取り組む

ほか、希望者のニーズを捉え、市町村と連携し情報提供や移住体験等施策の充実を

図ります。 

 

 

（４）東日本大震災津波からの復興を推進する 

いわて県民計画（2019～2028）の「長期ビジョン」第４章「復興推進の基本方向」

に基づき、個人の尊厳を基本価値とし「誰一人として取り残さない」という理念の

もと、被災した子どもや家庭への心のケアや、要保護児童への支援など、三陸のよ

り良い復興の実現に取り組みます。 

 

※１ 児童館：児童福祉法第 40 条に規定する児童厚生施設の１つで、地域において

児童に健全な遊びを与えて、その健康を増進し、又は情操をゆたかにすることを

目的とする児童福祉施設。 

※２ 放課後児童クラブ：保護者が労働等により昼間家庭にいない小学校に就学して

いる児童に対し、授業の終了後等に小学校の余裕教室や児童館等を利用して適切

な遊び及び生活の場を与えて、その健全な育成を図る事業。 

※３ ”いきいき岩手”結婚サポートセンター：県、市町村、関係団体が連携し設置、

運営する結婚支援センター。システムによるマッチング支援、婚活イベントの情

報提供を行う。 

※４ 子育て世代包括支援センター：妊娠期から子育て期にわたり、妊娠の届出等の

機会に得た情報を基に、妊娠・出産・子育てに関する相談に応じ、必要に応じて

個別に支援プランを策定し、地域の関係機関による切れ目のない支援を行う施設。 

※５ 産後ケア事業：助産師等が中心となり、母親の身体的回復や心理的な安定の促

進、育児指導などにより、母子とその家族が健やかな育児ができるよう支援を行

う事業。 

※６ 総合周産期母子医療センター：母体・胎児集中治療管理室（ＭＦＩＣＵ）を含

む産科病棟及び新生児集中治療管理室（ＮＩＣＵ）を備えた医療機関であり、常

時、母体・新生児搬送受入体制を有し、母体の救命救急への対応、ハイリスク妊

娠に対する医療、高度な新生児医療等を担っている。 

※７ 周産期医療：妊娠満 22 週から出生後満 7 日未満の出産前後の時期に、母体、

胎児、新生児を総合的に管理して母と子の健康を守る医療。 
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４ 推進する施策を構成する具体の取組 

（１） 子どもの健やかな成長を支援する 

ア 心身ともに健やかに生活できる環境をつくります 

現状・課題 主要な施策の概要 

健康いわて 21 プラン（第２次）の中

間評価において、朝食を毎日食べる子

どもの割合や肥満傾向にある子どもの

割合に課題があることが明らかとなっ

ています。 

子どもの健やかな成長に向けて、保

育所、学校及び地域等と連携し、望ま

しい食生活や運動習慣形成を図るため

普及啓発や健康教育を進めます。 

 保護者が子どもと一緒に朝食を食べ

る時間を持てるよう、民間企業等によ

る仕事と子育ての両立を支援する取組

を促進します。 

 いわてで働こう推進協議会（※１）

を核とした「いわて働き方改革推進運

動」の展開により、長時間労働の是正、

年次有給休暇の取得率向上、完全週休

二日制普及等の働き方改革の取組を推

進します。 

 

※１ いわてで働こう推進協議会：若者や女性の県内就職及び就業支援の充実を

図り、県内就業者の拡大を通して、岩手県の産業振興と人口減少の歯止めに

資するための関係機関で構成する推進組織。 

 

  イ 生まれ育った環境に関わらず成長できる社会をつくります 

現状・課題 主要な施策の概要 

平成 30 年に実施した岩手県子どもの

生活実態調査によれば、子どもの教育

に係る経済的負担の軽減が求められて

います。 

経済的理由により修学が困難な高等

学校等の生徒に対する教育の機会の確

保に資するため、就学支援金や授業料

減免補助事業による学費助成、奨学の

ための給付金による修学支援を行うな

ど、保護者の経済的負担の軽減に努め

ます。 

本県の将来を担う子どもが虐待等か

ら守られ、安心して生き、自分らしく

育ち、自由に意思を示しながら、心身

ともに健やかに育まれるためには、子

どもの権利についての理解を促進する

必要があります。 

里親や施設による社会的養護を受け

る子どもに対して、「いわてこどものけ

んりノート」（※１）を配布し子どもの

権利についての情報提供を行うなど、

子どもの権利についての理解が促進さ

れるよう努めます。 
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【指標】生活保護世帯の子どもの高等学校等進学率（％） 

現状値 2020 2021 2022 

（2017） （2019） （2020） （2021） 

94.2 95.2 96.2 97.2 

  

【指標】児童福祉司１人当たりケース数（ケース） 

現状値 2020 2021 2022 

55.1 45.9 43.0 40.0 

    現状値は 2018 年の値 

 

※１ いわてこどものけんりノート：「施設入所児童等の権利擁護と虐待予防の取

組を推進するため、「なぜ、ここ（施設や里親）で生活しなければいけないの？」

などの疑問に対する答えや虐待を受けた際の相談窓口などを子ども向けにわ

かりやすくまとめた小冊子。 

 

 ウ 子どもの貧困対策を推進します 

 〔（ア）から（エ）の現状と課題は岩手県子どもの生活実態調査によるもの〕 

  (ア) 教育の支援  

 現状・課題 主要な施策の概要 

・ 収入が中央値よりも低い世帯の子

どもや、幸福感・自己肯定感が低い

子どもは、高い子どもに比べ、授業

の理解度が低く、授業がわからない

理由として、勉強する気が起きない

ことを挙げた割合が高くなっていま

す。 

・ 収入に関わらず、約半数の子ども

が無料で勉強を教えてもらえる場所

があったら通うことを望んでおり、

そのうち８割以上が住んでいる学区

内での利用を希望しています。 

学校において、子どもが家庭環境に

左右されることなく学力を身につける

ことができるよう、確かな学力を育成

するためのきめ細かな指導を推進しま

す。 

 市町村や民間と連携し、小学校に就

学する子どもが宿題、自習等の学習活動

を自主的に行える環境を整え、必要な援

助を行う放課後児童クラブ、食事を提供

する以外にも学習支援等さまざまな支

援に取り組む子ども食堂、生活困窮者自

立支援制度における子どもの学習支援

事業など、地域の実情に応じた多様なサ

ービスの充実を支援します。 

・ 母子世帯の保護者は、子どもに、

理想的には大学まで進んでほしい

が、現実的には高校までと考えてい

る場合が多く、そのように考える理

由として２割以上の保護者が経済的

な事情を挙げています。 

・ 世帯類型に関わらず、子どもの教

各広域振興局等保健福祉環境部等に

母子・父子自立支援員を配置、母子家庭

や父子家庭の教育費の相談に応じ、修学

資金の貸付を行うなどの支援を継続し

ます。 

ひとり親家庭に対する包括的な相談

支援体制を構築し、教育に関する経済的
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育のための経済的支援に対する保護

者のニーズが高くなっています。 

・ 子どもの教育を経済的に支援する

制度の周知が、母子世帯や就学援助

世帯の保護者に行き届いていませ

ん。 

な支援制度が必要な世帯に漏れなく活

用されるよう支援します。 

生活困窮者自立支援制度による包括

的支援における、教育に関する経済的な

支援制度等の情報提供を支援します。 

母子世帯では、他の世帯類型に比べ、

経済的な理由により子どもの給食費や

教材費が払えなかったなど、子どもに

直接影響が及ぶ経験をした割合が高く

なっています。 

 要保護児童地域対策協議会（※１）

の機能を活用しながら、学校と、家庭、

地域、関係機関が連携し、苦しい状況に

ある子どもたちを早期に把握し、適切な

支援につなげる体制の強化を図ります。 

 幸福感・自己肯定感が低い子どもは、

高い子どもに比べ、嫌なことや悩みを誰

にも相談しない割合が高くなっていま

す。 

 スクールカウンセラー（※２）の配

置など、子どもが悩みを相談できる体制

の充実を図ります。 

 (イ) 生活の安定に資するための支援  

現状・課題 主要な施策の概要 

家族の団らんや会話が多いこと、家

で落ち着いて勉強できることなどの家

庭環境と、子どもの幸福感、自己肯定感

とは、大きく関連していることが窺えま

す。 

保護者が子どもとの団らんや会話の

ための時間を持てるよう、民間企業等

による仕事と子育ての両立を支援する

取組を促進します。 

いわてで働こう推進協議会を核とし

た「いわて働き方改革推進運動」の展開

により、長時間労働の是正、年次有給休

暇の取得率向上、完全週休二日制普及等

の働き方改革の取組を推進します。【再

掲】 

 収入に関わらず、約半数の子どもが

「子ども食堂」の利用を望んでおり、

そのうち８割以上が住んでいる学区内

での利用を希望しています。 

 子ども食堂など、民間団体等による

子どもの居場所づくりの取組を支援し、

全市町村への取組の拡大を図ります。 

収入が中央値よりも低い世帯の子ど

も、幸福感・自己肯定感が低い子ども

は、中央値以上の世帯の子どもに比べ、

朝食を毎日食べる割合が低く、なって

います。 

朝食の摂取を含めた、子どもの望ま

しい食習慣や生活習慣の形成を図るた

め、学校や地域と連携し、子どもと保

護者に対する食育（※３）を推進しま

す。 

保護者が子どもと一緒に朝食を食べ

る時間を持てるよう、民間企業等によ

る仕事と子育ての両立を支援する取組

を促進します。【再掲】 



 

28 

現状・課題 主要な施策の概要 

いわてで働こう推進協議会を核とし

た「いわて働き方改革推進運動」の展

開により、長時間労働の是正、年次有

給休暇の取得率向上、完全週休二日制

普及等の働き方改革の取組を推進しま

す。【再掲】 

 母及び 18 歳未満の子のみの母子世帯

では、７割以上が賃貸住宅に居住して

おり、低い家賃で住めるところの充実

に対する保護者のニーズが高くなって

います。 

 母子家庭等に対し、公営住宅におけ

る優先入居枠の設定や、民間賃貸住宅

のセーフティネット住宅（※４）への

登録促進などにより、家賃負担の少な

い住居の確保を支援します。 

 

 子どもや生活に関する相談のうち、

特に「お金の相談・家計管理」では、

母子世帯及び父子世帯の保護者におい

て、相談できる人はいないと回答した

割合が高い一方、市町村や社会福祉協

議会などの公的な相談窓口が十分に活

用されていません。 

 ひとり親家庭に対する包括的な相談

支援体制を構築し、生活設計の専門家

であるファイナンシャルプランナーに

よる家計管理支援を実施するほか、生

活困窮者自立支援制度による支援も活

用し、必要な家庭を支援します。 

 (ウ) 保護者に対する職業生活の安定と向上のための支援 

現状・課題 主要な施策の概要 

・ 就学援助世帯の６割を母子世帯が

占め、母子世帯はパート・アルバイ

トの割合が高くなっています。 

・ ひとり親家庭等の就労形態や収入

は不安定な場合が多く、経済状況の

影響を受けやすいことから、状況に

応じた支援策の充実が求められて

います。 

・ 母子世帯の保護者は、両親のいる

世帯や父子世帯に比べ生活向上の

ための資格取得や教育の機会の充

実に対するニーズが高くなってい

ます。 

育児に配慮した託児サービス付き

訓練を実施するなど、女性の再就職を

支援するとともに、就職につながりや

すい国家資格の取得を目指す訓練コ

ースなど、雇用情勢や産業政策、企業

ニーズを踏まえた職業訓練等の就業

支援を実施します。 

資格取得に係る受講費用の助成と

して自立支援教育訓練給付金や、修学

期間中の生活費等を給付する高等職

業訓練促進給付金の支給などによる

資格取得の支援を行います。 

いわて男女共同参画プランに基づ

き、母子家庭の保護者をはじめとする

女性の職業生活における活躍を支援

します。 

親と 18 歳未満の子のみの母子世帯

及び父子世帯の子どもは、平日の放課

保護者が就労により放課後に家に

いない子どもの居場所を確保するた
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現状・課題 主要な施策の概要 

後に家で一人で過ごす割合が高くな

っています。 

め、放課後児童クラブをはじめとする

地域の実情に応じた多様なサービス

の充実を図ります。 

子どもを医療機関に受診させられ

なかったことがある保護者が、子ども

を受診させなかった理由としては、い

ずれの収入階層においても医療機関

に連れて行く時間がないことを挙げ

た割合が最も高くなっています。 

保護者が、子どもを医療機関に連れ

て行く時間を確保しやすくするため、

民間企業等による仕事と子育ての両

立を支援する取組を促進します。【再

掲】 

いわてで働こう推進協議会を核と

した「いわて働き方改革推進運動」の

展開により、長時間労働の是正、年次

有給休暇の取得率向上、完全週休二日

制普及等の働き方改革の取組を推進

します。【再掲】 

(エ) 経済的支援 

現状・課題 主要な施策の概要 

・ 収入が中央値よりも低い世帯の保

護者は、中央値以上の世帯の保護者

に比べ、子どもを医療機関に受診さ

せられなかったことがある割合が高

く、収入が中央値の 1/2 未満の世帯

及び就学援助世帯では、２割以上が

医療費の支払いが困難なことを理由

に挙げています。 

・ 医療費助成制度の対象拡大や現物

給付化に関するニーズが高くなって

います。 

子どもが適切な医療を受ける機会を

確保するため、子どもの医療費助成の

現物給付を中学生まで拡大します。 

・ 世帯類型に関わらず、子どもの教

育のための経済的支援に対する保護

者のニーズが高いほか、親と 18 歳未

満の子のみの母子世帯及び父子世帯

の保護者では、日頃の生活のための

経済的支援のニーズが高くなってい

ます。 

・ 就学援助世帯や、母子世帯、父子

世帯の保護者に、経済的な支援制度

の周知が行き届いていません。 

ひとり親家庭に対する包括的な相談

支援体制を構築するとともに、生活困窮

者自立支援制度による包括的支援も活

用しながら、生活や教育に関する経済的

な支援制度が必要な家庭に漏れなく活

用されるよう、保護者に対し、制度の周

知を図るとともに、その活用を促進しま

す。 
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【指標】生活保護世帯の子どもの高等学校等進学率（％）【再掲】 

現状値 2020 2021 2022 

（2017） （2019） （2020） （2021） 

94.2 95.2 96.2 97.2 

 

   【指標】学習支援事業に取り組む市町村数（市町村） 

現状値 2020 2021 2022 

21 27 30 33 

    現状値は 2018 年の値 

 

【指標】子ども食堂など子どもの居場所づくりに取り組む市町村数（市町村） 

現状値 2020 2021 2022 

16 24 29 33 

    現状値は 2018 年の値 

 

 

※１ 要保護児童対策地域協議会：虐待を受けた子どもをはじめとする要保護児童等

に関する情報の交換や支援を行うために協議を行う場として、地方公共団体が設

置・運営する組織。 

※２ スクールカウンセラー：学校における児童生徒の心理に関する支援に従事し、

心理に関して高度に専門的な知識及び経験を有する者。 

※３ 食育：様々な経験を通じて「食」に関する知識と「食」を選択する力を習得し、

健全な食生活を実践することができる人間を育てること。 

※４ セーフティネット住宅：母子家庭などの住宅確保要配慮者向け賃貸住宅の登録

制度において、住宅確保要配慮者の入居を拒まない住宅として登録された住宅。

住宅確保要配慮者の範囲は登録された住宅によって異なる。 

 

 

エ 児童虐待防止対策を推進します 

現状・課題 主要な施策の概要 

本県の児童虐待相談対応件数は、平

成 27 年度から大幅に増加に転じ、平成

30 年度は対前年度比 131.8%（478 件増）

の 1983 件で過去最多を更新しました。 

 児童虐待防止対策に一層力を入れて

取り組む必要があります。 

児童虐待は、子どもの心身の成長及

び人格の形成に重大な影響を与え、次

の世代に引き継がれるおそれがあるほ

か、子どもに対する重大な権利侵害で

あることから、県が策定した「岩手県

児童虐待防止アクションプラン（※

１）」に基づき、児童虐待の発生予防か

ら早期発見・早期対応、相談・対応機

能の充実、再発防止に至るまで、関係

機関と連携して取り組みます。 
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現状・課題 主要な施策の概要 

市町村の体制強化が不可欠であるた

め、スーパービジョン体制、ケース検

討や助言体制の構築に向けて、専門知

識と経験を有する専任の正規職員の養

成に計画的に取り組むとともに、長期

に継続して配置されるような人事が考

慮されるよう、市町村に働きかけてい

く必要があります。 

児童虐待の発生予防や早期発見、早

期対応などに向けて、市町村における、

妊娠期から子育て期にわたる総合的相

談や支援を担う「子育て世代包括支援

センター」の設置を促進するとともに、

要支援児童や要保護児童への支援を含

む子ども家庭への支援全般を担う「子

ども家庭総合支援拠点（※２）」の設置

を促進します。 

また、それぞれの機能が一体的に運

用されるよう支援を行います。 

児童虐待の防止、早期発見・対応の

ためには、相談支援体制やサービスの

充実とともに、地域で子どもや保護者

を支えていくための地域づくりが必要

です。 

地域住民が児童虐待の防止・早期発

見の重要性について理解を深め、相

談・通告をためらわないよう更なる周

知・啓発が必要です。 

児童虐待の早期発見のため、県民が

児童虐待（疑いを含む。）を発見した場

合は、市町村や児童相談所等に速やか

に通告するよう普及啓発を図るととも

に、学校や医療機関、婦人相談所等、

虐待を発見しやすい立場にある機関等

との連携強化に取り組みます。 

また、日頃から主任児童委員（※３）

や民生委員（※４）・児童委員（※５）

と連携を図りやすい体制づくりに努め

るなど、地域での見守り支援体制の充

実に向けて取り組みます。 

チェックリスト等の活用の徹底によ

り、リスクの判断を組織的に行い、子

どもの安全確保を最優先とした適切な

一時保護等を行う必要があります。 

市町村及び児童相談所において、児

童虐待に関する情報を積極的に収集

し、虐待の危険度を的確に把握して対

応するため、「児童虐待防止のためのチ

ェックリスト（※６）」や「緊急度アセ

スメントシート（※７）」を効果的に活

用するよう、周知徹底を図ります。 

妊産婦は心身のバランスを崩しやす

く、妊産婦のメンタルヘルスの不調は

子どもの心身の発達にも影響を及ぼ

し、児童虐待のリスクになり得ます。 

児童虐待の発生予防に向けて、妊産

婦メンタルヘルスケア（※８）や乳児

家庭全戸訪問等により、親子の心身の

健康支援の充実に取り組みます。 
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現状・課題 主要な施策の概要 

児童虐待防止対策を進めていくため

には、児童虐待に対する専門機関であ

る児童相談所の体制及び専門性の更な

る強化が必要です。 

家庭支援機能を強化するため、児童

相談所が、市町村や児童家庭支援セン

ター（※９）等関係機関の役割分担及

び連携を推進するとともに、虐待の再

発防止や家族再統合（※10）に向けた

保護者への指導・支援を推進します。 

児童相談所の児童福祉司等の適正な

配置を図るとともに、研修などによる

専門性の向上、スーパーバイザー（※

11）の養成に取り組みます。また、一

時保護等の介入的対応を行う職員と保

護者支援を行う職員を分ける等によ

り、迅速、適切な対応に取り組みます。 

専門的な支援が必要な児童相談に対

応するため、児童相談所や児童家庭支

援センター、保健所等の専門的機関に

おける相談機能の強化に取り組みま

す。 

地域の児童虐待対応の中核となる要

保護児童対策地域協議会の活用促進・

機能強化が必要です。 

専門性の高い市町村支援児童福祉司

の配置等、児童相談所の体制強化及び

調整担当者の知識・スキルの向上に向

けた研修の充実が必要です。 

市町村や児童家庭支援センターが児

童虐待をはじめとする児童相談に適切

に対応できるよう、児童相談所が、市

町村への巡回訪問や、個別ケース検討

会議に参加するほか、要保護児童対策

地域協議会の運営を支援します。 

事案が発生した場合に迅速かつ適切

に対応するため、児童相談所職員等関

係者への被措置児童虐待に関する研修

等を通じて「岩手県被措置児童等虐待

対応マニュアル（※12）」の内容の共

有・理解を図る必要があります。 

被措置児童等虐待に関する通告等が

あった場合や、被措置児童に対する虐

待があった場合は、「岩手県被措置児童

等虐待対応マニュアル」に基づき、迅

速に児童の安全を確保します。 

 

【指標】児童福祉司１人当たりケース数（ケース）【再掲】 

現状値 2020 2021 2022 

55.1 45.9 43.0 40.0 

    現状値は 2018 年の値 

 

※１ 岩手県児童虐待防止アクションプラン：県民、県、市町村、児童福祉関係機関・

施設等が緊密な連携のもと、虐待の発生予防から早期発見・早期対応、再発防止
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に至るまでの切れ目のない施策や活動を目的に、関係機関等が担うべき役割と具

体的な取組を明らかにし、実践するため県の行動計画。 

※２ 子ども家庭総合支援拠点：子どもとその家庭及び妊産婦等を対象に、実情の把

握、子ども等に関する相談全般から通所・在宅支援を中心としたより専門的な相

談対応や必要な調査、訪問等による継続的なソーシャルワーク業務までを行う機

能を担う拠点として市町村に設置される。 

※３ 主任児童委員：地域において児童や妊産婦の福祉に関する相談・援助活動を主

に担当し、児童相談所等の関係機関との連絡調整、区域を担当する児童委員に対

する援助・協力を行う。児童委員のうちから、厚生労働大臣が指名する。 

※４ 民生委員：厚生労働大臣から委嘱され、それぞれの地域において、常に住民の

立場に立って相談に応じ、必要な援助を行い、社会福祉の増進に努める方々であ

り、「児童委員」を兼ねている。 

※５ 児童委員：地域の子ども達が元気に安心して暮らせるように、子どもたちを見

守り、子育ての不安や妊娠中の心配ごとなどの相談・支援等を行う。 

※６ 児童虐待防止のためのチェックリスト：子ども、養育者及び家庭の様子につい

て、それぞれ「緊急的な支援を要するもの」「虐待を疑わせるもの」「虐待の視点

を持つ必要のあるもの」として、チェック項目を示したリスト。要保護児童対策

地域協議会構成機関（地域の関係機関）等に配付し、児童虐待の早期発見及びス

ムーズな通告を図るほか、虐待通告受理後、市町村等において、対応の検討や緊

急度の判断ができるよう、リスクを判断するために必要な情報の有無等の整理に

も活用される。 

※７ 緊急度アセスメントシート：児童虐待通告受理後の安全確認と初期調査を行っ

た際に、緊急度と対応についてアセスメントするためのシート。 

※８ 妊産婦メンタルヘルスケア：妊産婦が安心して生活を営み、ほどよく十分な愛

情をもって子どもと向き合うことができるように、医師や保健師等が 妊産婦の

心の状態を把握し、必要な支援を実施する。 

※９ 児童家庭支援センター：地域、家庭からの相談に応じるほか、児童相談所から

の受託による指導や関係機関との連絡調整等を行う施設。 

※10 家族再統合：虐待を受けた子どもと親との関係再構築を支援すること。 

※11 スーパーバイザー：他の児童福祉司の指導・教育を行う児童福祉司。 

※12 岩手県被措置児童等虐待対応マニュアル：被措置児童等虐待が発生した場合に

当該児童の安全を確保し、施設等に対する対応を速やかに行うため、当該被措置

児童等及びその施設等への対応の流れや留意事項等をマニュアルとして示して

いる。 
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オ 社会的養育体制の充実を図ります 

現状・課題 主要な施策の概要 

 家庭環境に恵まれず社会的養育を必

要とする子どもたちが、適切な支援を

受けながら、より家庭的な環境の下で

養育されるよう、環境整備や支援の充

実が求められています。 

 

「岩手県社会的養育推進計画（※

１）」に基づき、里親委託の推進や、施

設においても、より家庭的環境の下で

養育が行われるとともに、必要な支援

やケアを受けられるよう児童養護施設

等の小規模かつ地域分散化及び多機能

化・機能転換に向けた取組を推進しま

す。 

一時保護中の子どもや施設、里親の

下で生活している子どもの権利擁護が

図られ、自分の気持ちや意見を表明で

きるよう、関係職員が理解を深めると

ともに、意見をくみ取るための取組の

推進が必要です。 

子どもの権利擁護の強化を図るた

め、「いわてこどものけんりノート」を

活用しながら子どもや施設職員に対し

て子どもの権利の重要性の周知を図る

とともに、子どもの気持ちや意見の丁

寧な聴き取りとアンケート調査を行う

など、一時保護児童や被措置児童の権

利に配慮したケアの質の向上のための

取組等を進めます。 

 子どもと子育てに関する悩みごとな

どに対応するため、住民に身近な市町

村における子ども家庭相談支援体制の

充実が求められています。 

市町村における子育て世代包括支援

センターや子ども家庭総合支援拠点の

設置が進むよう、国の補助制度の活用

や、職員の専門性の向上に向けた研修

実施などにより支援します。 

家庭的な養育環境を充実するために

は里親委託の推進が重要であり、里親

支援に関する児童相談所の体制を整備

するとともに、多様な担い手と児童相

談所が連携して包括的な里親支援を実

施していくことが求められています。 

里親の登録者数を増加させるため里

親制度の普及啓発を行うほか、資質向

上を図るための研修等により、里親委

託の充実を図ります。このような里親

支援を行うフォスタリング（※３）業

務について、児童相談所が、市町村や

児童養護施設等と連携して、里親の研

修、相談支援、相互交流等を行うとと

もに、児童相談所への専任の里親養育

支援児童福祉司の配置を進めます。 

また、パーマネンシー（※３）保障

の観点から、永続的に安定した養育環

境を提供するため、十分なアセスメン

トと丁寧なマッチングの下、特別養子

縁組制度（※４）の活用に取り組みま

す。 
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現状・課題 主要な施策の概要 

 施設の小規模化や地域分散化の更な

る推進のため、多様な役割を求められ

る職員の資質向上が必要です。 

 また、トラウマや愛着の問題を抱え

る子ども、医療的ケアを必要とする子

どもなどに対応できる専門性の向上、

里親支援や在宅支援などの役割拡大に

向けた施設の多機能化などが求められ

ています。 

職員の資質向上のための研修会の充

実を支援するとともに、小集団を生活

単位とした個別的関係性を持った養育

を行う職員配置が可能となるよう支援

します。 

また、基幹的職員を養成するための

研修の継続、医療的ケアや専門職員の

配置に向けた財政支援、施設がフォス

タリング業務の一部や地域家庭からの

子育て相談などに対応するための専門

職員の配置に向けた支援を実施しま

す。 

一時保護された子どもたちに対し

て、個別性を尊重して対応していくこ

とが求められています。 

また、老朽化、狭隘化した児童相談

所や一時保護所の環境改善が必要で

す。 

一時保護を行う場合に子どもの権利

擁護が図られ、安全・安心な環境の下

で適切なケアが提供されるよう、計画

的な職員配置と研修機会の確保等によ

る体制整備を図るとともに、一時保護

所の建替や改修などの環境整備に取り

組みます。 

里親や施設による社会的養護を離れ

た子どもや若者が円滑に自立できるよ

う、就職や進学に向けた支援が必要で

す。 

就職・進学を支援する社会的養護自

立支援事業（※５）や就学者生活援助

事業（※６）が十分に活用されるよう

周知を行うとともに、支援コーディネ

ーターと児童養護施設が連携を強化し

ながら、自立に向けた支援を行います。 

児童虐待対応件数が年々増加してお

り、専門的な相談対応を行う児童相談

所の体制強化が必要です。 

児童福祉司や児童心理司等、専門職

員の計画的な増員と適正配置を進める

とともに、職員の専門性や対応能力の

向上を図るため、研修の体系化や、職

員を適切に指導・教育できるスーパー

バイザーの養成に取り組みます。 

 

【指標】里親等委託率（％） 

現状値 2020 2021 2022 

22.3 26.2 27.4 28.6 

    現状値は 2018 年の値 

※１ 岩手県社会的養育推進計画：国の通知に基づき、社会的養育を必要とする子ど

もたちが、家庭的環境のもとで養育されるための取組や、自立に向けた支援の取

組などを定める計画。 
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※２ フォスタリング：里親のリクルート、アセスメント、研修、子どもとのマッチ

ング、里親委託中及び委託解除後の支援など里親支援全般。 

※３ パーマネンシー：継続的に安定した養育者と養育環境。 

    ※４ 特別養子縁組制度：子どもの福祉の増進を図るために、養子となる子の実親（生

みの親）との法的な親子関係を解消し、実の子と同じ親子関係を結ぶ制度。 

    ※５ 社会的養護自立支援事業：里親委託や施設入所措置者で 18 歳（措置延長等の

場合 20 歳）到達により措置解除された者等に対して、退所後継続支援計画の策

定や居住費、生活相談、生活費支援を通じて、円滑な社会的自立を図る事業。 

    ※６ 就学者生活援助事業：大学等に在学中であって、満 20 歳に達した日から満 22

歳に達する日の属する年度の末日までの間にある者に対し、児童自立生活援助

（自立援助ホーム）を継続し、その経費を負担する事業。 

 

カ 地域やコミュニティにおいて、学校と家庭、住民が協働して子どもの育ちと学び

を支えます 

 (ア) 学校・家庭・地域の連携の仕組みづくり 

現状・課題 主要な施策の概要 

地域における人間関係の希薄化や人

口減少により、地域が自主的に教育課

題を解決することが困難になりつつあ

ることから、地域総ぐるみで子どもを

教え、育てる仕組みづくりの再構築を

図る必要があります。 

「地域とともにある学校づくり（※

１）」や「学校を核とした地域づくり（※

２）」を実現するため、国の動向を踏ま

えながら、教育振興運動（※３）と連

携したコミュニティ・スクール（※４）

の推進などを通して、地域学校協働活

動（※５）の充実等に取り組みます。 

 

【指標】コミュニティ・スクール設置市町村数（市町村） 

現状値 2020 2021 2022 

６ 11 25 33 

    現状値は 2018 年の値 

 

【指標】地域協働の仕組みにより保護者や地域住民が学校の教育活動にボランティ

アとして参加している学校の割合（％） 

現状値 2020 2021 2022 

小 79.0 

中 60.0 

82.0 

64.2 

83.0 

65.6 

84.0 

67.0 

    現状値は 2017 年の値 

 

【指標】教育振興運動として計画的に取り組まれている地域活動件数（件） 

現状値 2020 2021 2022 

4,224 4,684 4,914 5,144 

    現状値は 2018 年の値 
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※１ 地域とともにある学校づくり：学校が地域の人々と目標やビジョンを共有し、

地域と一体になって子供たちを育む取組を推進していくこと。 

     そのための有効な仕組みの一つが、コミュニティ・スクール（学校運営協議会

制度）である。 

※２ 学校を核とした地域づくり：学校を核とした協働の取組を通じて、地域の将来

を担う人材を育成し、自立した地域社会の構築を図ること。 

    ※３ 教育振興運動：岩手県において昭和 40 年（1965 年）から始まり、全ての市町

村に推進組織が置かれ、学校区や公民館区などの実践区において、子ども、家庭、

学校、地域、行政の５者が一体となり、地域の教育課題を解決するために自主的

に行われている実践活動の総称。 

    ※４ コミュニティ・スクール：学校運営協議会を設置する学校。学校と保護者、地

域の人々が、学校運営に意見を反映させることにより、連携・協働しながら子供

たちの成長を支える仕組み。 

※５ 地域学校協働活動：登下校指導、校庭整備、各教科の学習支援、地域の資源回

収、地域伝統行事への参加等、地域と学校が相互にパートナーとして連携・協働

して行う様々な活動。 

 

 (イ) 豊かな体験活動の充実 

現状・課題 主要な施策の概要 

家庭での学習が困難な子どもたち

や、多様な体験を望む子どもたち等多

くの子どもたちに対して、放課後の居

場所づくりなどの充実が求めらている

ことから、地域住民等の協力を得なが

ら学習支援や体験活動を行う機会の充

実を図る必要があります。 

子どもたちに放課後の学習の場等を

提供するため、日常的に児童生徒が利

用する放課後子供教室（※１）や放課

後児童クラブ等による居場所づくり、

教育振興運動等による多様な体験活動

に取り組みます。 

子どもたちの体験学習の場を提供す

るため、青少年の家などの社会教育施

設等を活用した自然体験活動などの体

験活動の充実に取り組みます。 

岩手県子どもの生活実態調査によれ

ば、授業の理解度が低い子どもは、高

い子どもに比べ、家族の良いところと

して、家で落ち着いて勉強できること

を挙げた割合が低くなっています。 

また、収入に関わらず、約半数の子

どもが無料で勉強を教えてもらえる場

所があったら通うことを望んでおり、

そのうち８割以上が住んでいる学区内

での利用を希望しています。 

家で落ち着いて学習することが難し

い環境にいる子どもたちのために、市

町村や民間と連携し、学習を支援する

場を充実します。【再掲】 
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【指標】放課後子供教室において指導者を配置して「体験活動」を実施している教

室の割合（％） 

現状値 2020 2021 2022 

25.7 60.0 80.0 100 

   現状値は 2018 年の値 

 

【指標】県立青少年の家が提供する親子体験活動事業への参加者の満足度の割合

(％) 

現状値 2020 2021 2022 

98 98 98 98 

    現状値は 2018 年の値 

 

※１ 放課後子供教室：子供たちが放課後を安全・安心に過ごし、多様な体験・活動

ができるよう、地域住民等の参画を得て、放課後等に全ての児童を対象として、

学習や体験・交流活動などを行う事業。小学校の余裕教室や体育館、公民館等に

おいて実施されている。 

 

キ 健全で、自立した青少年を育成します 

(ア) 個性や主体性を発揮して自立した活動ができる環境づくりの推進 

現状・課題 主要な施策の概要 

本県の若年無業者数は、平成 29 年就

業構造基本調査の推計値で 5,800 人と

なっており、社会的自立に困難を抱え

る青少年への支援が引き続き重要な課

題となっています。 

若年無業者等の困難を抱える若者の

社会的自立に向け、相談支援の充実を

図るとともに、コミュニケーション能

力や職業能力の向上のための機会を提

供します。また、地域の支援機関の連

携を図り、各地域における主体的な取

組を促します。 

 

【指標】若者無業者等「交流・活動支援（ステップアップ）」（※１）参加者数（人）

〔累計〕 

現状値 2020 2021 2022 

625 1,160 1,740 2,320 

    現状値は 2018 年の値 

 

※１ 若者無業者等「交流・活動支援（ステップアップ）」：若年無業者等が他者と円

滑にコミュニケーションがとれるようになることを目的とした集団活動（ボラン

ティア、農業体験等）や各種交流（コミュニケーションゲーム、レクリエーショ

ンスポーツ等）の実施。 
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 (イ) 愛着を持てる地域づくりの推進 

現状・課題 主要な施策の概要 

全国学力・学習状況調査（平成 30 年

度）で、今住んでいる地域の行事に「参

加している」と回答している割合が、

小学生 79.8％、中学生 63.7％と全国平

均を上回っており、引き続き、活動の

支援を充実させる必要があります。 

青少年活動交流センター事業（※１）

を通じて、世代間・地域間の交流活動

等を実施します。 

青少年の健全育成に関する意識調査

（平成 30 年度）において、父親・母親

と会話する少年の割合が８割を超えて

おり、これを維持すべく、引き続き親

子のふれあいの機会を充実していくこ

とが必要です。 

親子のふれあいの充実のため、青少

年活動交流センター事業や「いわて家

庭の日」県民運動（※２）により意識

啓発を図ります。 

青少年の健全育成に関する意識調査

（平成 30 年度）において、「住んでい

る地域が好き」という青少年が８割を

超えており、引き続き、青少年の地域

づくりへの関心を高める必要がありま

す。 

子どもを地域全体で育むとともに、

子どもが地域の良さを実感し、誇りを

持てるよう、青少年団体活動の支援、

相談活動などを実施します。 

 

【指標】青少年活動交流センター利用者数（人） 

現状値 2020 2021 2022 

23,150 23,000 23,000 23,000 

    現状値は 2018 年の値 

 

【指標】子ども・若者支援セミナー受講者数（人）〔累計〕 

現状値 2020 2021 2022 

182 400 600 800 

    現状値は 2018 年の値 

 

※１ 青少年活動交流センター事業：「いわて希望塾」、「いわて親子・家庭フォーラ

ム」、青少年の健全育成のためのメディア対応事業、「青少年なやみ相談室」開設、

青少年活動情報発信事業等。 

※２ 「いわて家庭の日」県民運動：青少年の健やかな成長のために、家庭の果たす

役割を認識し、家庭の大切さを呼びかけ、家族・親子のふれあいを深めるきっか

けとする日として、毎月第３日曜日に設定している県民運動。 
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(ウ) 青少年を事件・事故から守る環境づくりの推進 

現状・課題 主要な施策の概要 

インターネット、スマートフォンの

利用の増加により、コミュニティサイ

ト等で知り合った相手から犯罪の被害

に遭う青少年が依然として後を絶たな

いことから、情報メディアの適切な利

用の普及促進が必要です。 

有害図書類の排除やインターネット

の適切な利用等青少年の健全育成のた

めの環境浄化と非行・被害の防止に向

けて、関係団体等と連携した県民大会

の開催や広報等の啓発活動を実施する

ほか、出前講座や研修会の開催等によ

る意識啓発に取り組みます。 

また、関係機関・団体やＰＴＡ等地

域住民が一体となった非行防止活動の

推進を図ります。 

 

【指標】青少年を非行・被害から守る県民大会参加者数（人）〔累計〕 

現状値 2020 2021 2022 

499 900 1,350 1,800 

    現状値は 2018 年の値 

 

【指標】青少年指導者向け情報メディア対応能力養成講座（※１）受講者数（人）

〔累計〕 

現状値 2020 2021 2022 

127 340 510 680 

    現状値は 2018 年の値 

 

※１ 青少年指導者向け情報メディア対応能力養成講座：青少年の適切な情報メディ

ア利用について、各地域での主体的な取組を推進し、青少年の非行・被害を未然

に防ぐことを目的として、青少年健全育成関係者や保護者等を対象に、青少年を

取り巻く現状への理解を深め、情報メディアへの対応能力を養成するため開催。 

 

 ク 児童生徒の豊かな学力を育みます【知育】 

現状・課題 主要な施策の概要 

幼児期は生涯にわたる人格形成の

基礎を養う大切な時期であり、幼稚園

等が、小学校や関係機関等と連携を図

り、幼児の望ましい成長・発達を促す

ことができるよう支援していく必要

があります。 

「生きる力の基礎」を培う質の高い幼

児教育を推進するため、「生活」及び

「発達」や「学び」の連続性を踏まえ

た遊びを通した総合的な指導の充実

を図るとともに、地域の特性や幼児の

実態に応じた特色ある幼稚園づくり

等に取り組みます。 

新たに県に幼児教育センター（※

１）（仮称）を設置し、幼児教育アド
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現状・課題 主要な施策の概要 

バイザー（※２）の養成や幼児教育、

保育事業に従事する職員の段階に応

じた研修の実施等を通じた資質向上

を図り、乳幼児期において、生涯にわ

たる生きる力の基礎が培われるよう、

教育・保育内容の充実に取り組みま

す。 

複雑で予測困難な時代の中で、児童

生徒が未来を切り拓いていくための

「生きる力」を身に付けることが求め

られており、「主体的・対話的で深い

学び」の推進をはじめとする学びのあ

り方の更なる改善が必要です。 

各学校におけるカリキュラムマネ

ジメントの推進や ICT などを活用し

た学習等を通じ、児童生徒に言語能

力、情報活用能力、問題発見・解決能

力など全ての学習の基盤となる資

質・能力を育成します。 

岩手県子どもの生活実態調査によ

れば、収入が中央値よりも低い世帯の

子どもは、中央値以上の世帯の子ども

に比べ、授業の理解度が低い傾向にあ

り、その理由として、宿題や予習・復

習などの家庭学習の不足を挙げた割

合が高いほか、家庭での学習時間が少

ない傾向にあります。 

また、幸福感・自己肯定感が低い子

どもは、高い子どもに比べ、授業の理

解度が低く、授業がわからない理由と

して、勉強する気が起きないことを挙

げた割合が高くなっています。 

学校において、子どもが家庭環境に

左右されることなく学力を身につけ

ることができるよう、確かな学力を育

成するためのきめ細かな指導を推進

します。【再掲】 

 

【指標】児童生徒が調べたことなどを適切に表現する指導をしている学校の割合（％） 

現状値 2020 2021 2022 

小 94 

中 91 

高 84 

100 

100 

100 

100 

100 

100 

100 

100 

100 

    現状値は 2018 年の値 

 

【指標】授業内で学習を振り返っている児童生徒の割合（％） 

現状値 2020 2021 2022 

小 85 

中 83 

高 54 

87 

85 

56 

88 

86 

57 

89 

87 

58 

    現状値は 2018 年の値 
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【指標】学校の授業が分かる児童生徒の割合（％） 

現状値 2020 2021 2022 

小 90 

中 77 

高 76 

92 

79 

78 

93 

80 

79 

94 

81 

80 

    現状値は 2018 年の値 

 

【指標】幼保小の円滑な連携に取り組んでいる小学校の割合（％） 

現状値 2020 2021 2022 

59 100 100 100 

    現状値は 2018 年の値 

 

※１ 幼児教育センター：幼児教育の内容・指導方法等に関する調査研究、幼稚園教

諭・保育士・保育教諭や幼児教育アドバイザーに対する研修機会の提供や相談業

務、市町村や幼児教育施設に対する助言・情報提供等を行う地域の拠点のこと。 

※２ 幼児教育アドバイザー：幼児教育の専門的な知見や豊富な実践経験を有し、域

内の幼児教育施設等を巡回、教育内容や指導方法、環境の改善等について指導を

行う者のこと。 

 

 ケ 児童生徒の豊かな人間性と社会性を育みます【徳育】 

 

 (ア) 自他の生命を大切にし、他者の人権を尊重する心の育成 

現状・課題 主要な施策の概要 

道徳が「特別の教科」化されるなど、

「考え、議論する」道徳授業を要とす

る、社会の中で共存していく人間性や

社会性を育成するための道徳教育の充

実が求められています。 

児童生徒の人間性と社会性を育むた

め、学校や家庭及び地域社会のそれぞ

れの役割と責任を確認し、相互の連携

を強めていく必要があります。 

自他の生命を大切にし、他者の人権

を尊重する心を育成するため、道徳教

育の充実に取り組むとともに、地域の

人材を活用し、学校・家庭・地域が連

携した人権教育を推進します。 

また、関係機関と連携を図りながら、

お互いに支えあい、人権を尊重する社

会の形成に向けた啓発活動を推進しま

す。 

 

【指標】自他の良さを認め合う学級であると感じている児童生徒の割合（％） 

現状値 2020 2021 2022 

小 85 

中 88 

高 77 

89 

91 

79 

91 

92 

80 

94 

93 

81 

    現状値は 2018 年の値 
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 (イ) 学校・家庭・地域が連携した体験活動の推進などを通じた豊かな心の育成 

現状・課題 主要な施策の概要 

家庭での学習が困難な子どもたち

や、多様な体験を望む子どもたち等多

くの子どもたちに対して、放課後の居

場所づくりなどの充実が求めらている

ことから、地域住民等の協力を得なが

ら学習支援や体験活動を行う機会の充

実を図る必要があります。 

教育振興運動と連携した自然体験・

奉仕体験等への参加を促進するなど、

学校・家庭・地域が連携した多様な体

験活動を推進します。 

本県の児童生徒の読書率が全国と比

較して高い傾向にあることから、更に

生涯にわたって読書に親しみ、楽しむ

習慣につなげていく必要があります。 

 

児童生徒が多くの本に触れ、読むこ

との楽しさを実感できる読書活動や、

読書ボランティアと連携した読み聞か

せ、学校司書の配置の拡充による学校

図書館を生かした読書活動等の充実に

取り組みます。 

児童生徒が生涯を見通し、将来の家

庭生活及び職業生活について考察し自

分の目指すライフスタイルを実現する

ため、生涯を見通した生活設計をする

学習が必要です。 

家庭科の授業などを活用して、児童

生徒が幼稚園や保育所などで乳幼児と

ふれあう体験学習を行うなど、子育て

の意義や家庭を持つことの重要性を学

ぶ機会を充実します。 

 

【指標】学校や地域が行う体験活動に参加し、今後も継続して参加したいと思う児

童生徒の割合（％） 

現状値 2020 2021 2022 

小 79 

中 84 

高 85 

83 

85 

85 

85 

86 

86 

86 

86 

86 

    現状値は 2018 年の値 

【指標】「読書がとても楽しい」と感じる児童生徒の割合（％） 

現状値 2020 2021 2022 

小 45 

中 42 

高 38 

47 

46 

44 

48 

48 

48 

50 

51 

52 

    現状値は 2018 年の値 

 

コ 児童生徒の豊かな体を育みます【体育】 

現状・課題 主要な施策の概要 

岩手県は、全国に比較して、乳幼児

期及び学齢期のむし歯有病者率が高い

状況にあり、乳幼児期からの予防策の

徹底が求められています。 

 

地域保健と学校保健との連携を図り

ながら、生活習慣の改善やフッ化物洗

口などの予防策を推進します。 
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現状・課題 主要な施策の概要 

運動に積極的に取り組む子どもと、

そうでない子どもとの二極化傾向がみ

られるほか、肥満傾向の児童生徒の割

合が全国平均を上回っているため、運

動やスポーツに親しむ習慣、基本的な

生活習慣及び望ましい食習慣を身に付

けられる取組が必要です。 

体育授業や部活動を通じて運動やス

ポーツに親しむ習慣の定着を図りま

す。 

児童生徒の肥満予防・改善を図るた

め、学校と家庭・地域が連携し、基本

的な生活習慣や望ましい食習慣の形

成、適度な運動習慣づくりの啓発など、

健康教育の充実に取り組みます。 

生活習慣が多様化する中で、偏った

食事や不規則な食事などの食習慣の乱

れがあることから、望ましい食習慣の

形成を図るため、食育の推進が必要で

す。 

子どもたちが「食」に関する知識や

「食」を選択する力を自ら身に付け、

望ましい食習慣が形成されるよう、家

庭、地域、学校等の連携を図りながら、

総合的かつ計画的に食育を推進しま

す。 

岩手県子どもの生活実態調査によれ

ば、幸福感・自己肯定感が低い子ども

は、高い子どもに比べ、朝食を毎日食

べる割合が低く、大人の家族と朝食を

一緒に食べる頻度も低くなっていま

す。 

朝食の摂取を含めた、子どもの望ま

しい食習慣や生活習慣の形成を図るた

め、学校や地域と連携し、子どもと保

護者に対する食育を推進します。【再

掲】 

保護者が子どもと一緒に朝食を食べ

る時間を持てるよう、民間企業等によ

る仕事と子育ての両立を支援する取組

を促進します。【再掲】 

いわてで働こう推進協議会を核とし

た「いわて働き方改革推進運動」の展

開により、長時間労働の是正、年次有

給休暇の取得率向上、完全週休二日制

普及等の働き方改革の取組を推進しま

す。【再掲】 

思春期は、身体面や精神面の発達や

変化が著しい時期であり、この時期の

体や心の健康の問題は生涯の健康に

様々な影響を及ぼすことから、思春期

に性感染症、避妊、喫煙、飲酒、食習

慣、自殺予防対策等の正しい知識を身

に付けてもらう取組が必要です。 

県や市町村、関係団体が連携し、思

春期の男女に対する性感染症、避妊、

喫煙、飲酒、食習慣、自殺予防対策等

に関する教育、相談、情報提供等の充

実を図ります。 

外遊びやスポーツの重要性の軽視な

どにより体を動かす機会が減少し、幼

児の体力が減少しているため、家庭、

心身とも健康に成長するためには、

外遊び、運動・スポーツする時間と勉

強する時間を年齢に応じてバランス良
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現状・課題 主要な施策の概要 

地域と連携した運動やスポーツに親し

む取組が必要です。 

く保つことが必要であり、また、親が

自らの健康づくりを進めながら、子ど

もの手本となって、家族みんなの健康

保持に努めることも重要であることか

ら、子どもと家族の健康・体力づくり

を推進します。 

メンタルヘルス疾患など多様化・深

刻化する子どもの健康課題に対応する

ため、学校、家庭及び関係機関の連携

が必要です。 

メンタルヘルスやアレルギー疾患

等、多様化・深刻化する子どもの健康

課題に対応するため、学校、家庭、関

係機関が連携した学校保健委員会での

情報共有の一層の充実や、養護教諭を

はじめとした教職員の資質向上を図る

ための研修などに取り組みます。 

薬物乱用、性感染症などの新たな健

康課題を解決するため、児童生徒が健

康についての正しい知識に基づき自ら

考え判断できる力を身に付けられるよ

う健康教育の充実が必要です。 

学校医、学校歯科医、学校薬剤師及

び学校外の専門家（医師、歯科医師、

薬剤師、助産師、保健師、警察職員）

等の協力を得て、性に関する指導や薬

物乱用防止教育を推進します。 

 

 

【指標】「定期健康診断」の肥満度が正常である児童生徒の割合（％） 

現状値 2020 2021 2022 

小 88.1 

中 86.2 

89 

87 

90 

88 

91 

89 

    現状値は 2018 年の値 

 

【指標】喫煙飲酒の指導を含めた「薬物乱用防止教室（※２）」を開催している小

学校の割合（％） 

現状値 2020 2021 2022 

81.2 100 100 100 

    現状値は 2018 年の値 

※１ 薬物乱用防止教室：学校において、薬物乱用の危険性を熟知している警察職員、

麻薬取締官ＯＢ、学校医、学校薬剤師等の協力を得て、薬物に対する正しい知識

や乱用の恐ろしさについて指導する教育活動。 
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サ 共に学び、共に育つ特別支援教育を進めます 

 (ア) 就学前から卒業後までの一貫した支援の充実 

現状・課題 主要な施策の概要 

特別な支援を必要とする児童生徒が

増加傾向にあり、各学校においては、

一人ひとりに応じた教育が実現される

よう試行錯誤を重ねながら、指導や支

援を進める必要があります。 

特別支援学校におけるセンター的機

能の充実に努めながら、幼少期からの

継続した一貫性のある支援を推進する

とともに、関係団体・関係機関との連

携の強化により、充実した進路支援に

取り組みます。 

 

【指標】「引継ぎシート（※１）」を活用し、進学時に円滑な引き継ぎを行ってい

る学校の割合（％） 

現状値 2020 2021 2022 

－ 50 70 100 

 

※１ 引継ぎシート：支援を必要とする児童生徒に対して継続した一貫性のある指

導・支援につなげるための各校種間等の引継ぎを行うシート。 

 

 (イ) 特別支援教育の多様なニーズへの対応 

現状・課題 主要な施策の概要 

国において、「発達障害を含む障害の

ある幼児児童生徒に対する教育支援体

制整備ガイドライン（※１）」が策定さ

れるなど、全ての学校における特別支

援教育に係る支援体制の構築が求めら

れています。 

全県的な視点での教育環境の整備や

特別支援教育について、各校種におけ

る指導、支援の充実等、支援体制の強

化を図ります。 

 

※１ 発達障害を含む障害のある幼児児童生徒に対する教育支援体制整備ガイド

ライン：発達障害を含む障害のある児童生徒に対する教育支援体制の整備を

目的に、文部科学省において平成 16 年１月、「小・中学校における LD(学習

障害)、ADHD(注意欠陥／多動性障害)、高機能自閉症の児童生徒への教育新体

制の整備のためのガイドライン(試案)」を作成。その後、平成 19 年４月の学

校教育法改正により、各学校において、通常の学級も含め、障害による学習

上又は生活上の困難を克服するための特別支援教育を行うことが規定される

等の社会状況の変化を踏まえ、平成 29 年３月に見直しがなされた。 
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 (ウ) 県民と協働した特別支援教育体制づくりの推進 

現状・課題 主要な施策の概要 

共生社会の具体的なイメージや、現

在の学校における特別支援教育の取組

についての情報をさらに発信していく

必要があります。 

特別支援教育に関する県民向け講座

の実施や地域における特別支援教育サ

ポーターの養成などに取り組みます。 

 

【指標】特別支援教育サポーターの登録者数（人） 

現状値 2020 2021 2022 

273 320 350 380 

    現状値は 2018 年の値 

 

シ いじめ問題などに適切に対応し、一人ひとりがお互いを尊重する学校をつくります 

(ア) いじめ防止対策の推進といじめ事案への適切な対処 

現状・課題 主要な施策の概要 

いじめを一因とする自殺事案の発生

を契機として、学校におけるいじめ防

止対策に関する県民の意識が一層高ま

るとともに、「いじめ防止対策推進法

（※１）」の趣旨を踏まえたいじめ防止

などの更なる取組の推進が求められて

います。 

各学校がいじめ問題に対して組織的

に対応していくため、「岩手県いじめ防

止等のための基本的な方針」に基づく

取組を徹底します。 

※１ いじめ防止対策推進法：学校におけるいじめの防止・早期発見・適切な対処の

ための基本理念、いじめの禁止、関係者の責務などを定めた法律。平成 25 年（2013）

施行。 

 

(イ) 児童生徒に寄り添った教育相談体制の充実等による、不登校対策の推進 

現状・課題 主要な施策の概要 

学校における教育相談体制の充実な

どを背景に、小・中学校等における不

登校児童生徒の出現率は全国水準より

低く推移していますが、引き続き、未

然防止や、早期発見・適切な対応に一

層取り組む必要があります。 

学校における教育相談体制の充実等

により不登校対策を推進するため、ス

クールカウンセラー等の配置を継続す

るとともに、教員の教育相談に関する

研修の充実を図ります。 

【指標】学校が楽しいと思う（学校に満足している）児童生徒の割合（％） 

現状値 2020 2021 2022 

小 88 

中 88 

高 87 

90 

90 

89 

90 

90 

89 

91 

91 

90 

    現状値は 2018 年の値 
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ス 児童生徒が安全に学ぶことができる教育環境の整備を進めます 

(ア) 安心して学べる環境の整備 

現状・課題 主要な施策の概要 

自然災害や登下校中における事件事

故が発生しており、事故の未然防止に

向けて、通学時の見守りや学校におけ

る安全管理等の徹底が求められていま

す。 

児童生徒の学校管理下における安全

が確保されるよう、自然災害の多発な

ど学校を取り巻く環境変化を踏まえ、

学校の安全計画や危機管理マニュアル

の検証・改善に取り組みます。 

 

【指標】地域住民などによる見守り活動が行われている学校の割合（％） 

現状値 2020 2021 2022 

75.8 79.0 80.0 81 

    現状値は 2015 年の値 

 (イ) 目標達成型の学校経営の推進 

現状・課題 主要な施策の概要 

各学校において、校長のリーダーシ

ップの下、学校経営計画を策定し、保

護者や地域の評価も取り入れた学校評

価が行われていますが、引き続き学校

運営の現状や課題を学校と地域が共有

し、更に相互理解を深めることが求め

られています。 

将来、児童生徒が未来を切り開いて

いくための生きる力を育成するため、

家庭・地域との協働による目標達成型

の学校経営の取組を推進し、魅力ある

学校づくりに取り組みます。 

【指標】学校経営計画の目標が概ね達成できたと評価した学校の割合（％） 

現状値 2020 2021 2022 

80 100 100 100 

    現状値は 2018 年の値 

 

セ 地域に貢献する人材を育てます 

 (ア) 郷土に誇りと愛着を持ち、地域に貢献する教育の推進 

現状・課題 主要な施策の概要 

岩手県は多くの偉人を育んできた人

づくりの土壌がある県であり、岩手県

の子どもたちに岩手とゆかりがあるこ

との誇りやふるさとへの愛着を醸成し

ていく必要があります。 

人口減少・少子高齢化の進行や岩手

県の産業集積の進展を背景に、ふるさ

と振興の推進や、岩手県の地域づくり

や産業を担う人材を育成する必要があ

ります。 

郷土への誇りと愛着を醸成するた

め、学校と地域が連携し、岩手の歴史

や偉人、豊かな自然・文化等を探究す

る学習や、地域活動への積極的な参加

を促す取組を推進します。 

児童生徒が地域を理解し、地域に貢

献する態度を育成するため、地域産業

を理解する取組や地域の課題解決を図

る学習、伝統文化を継承する取組を推

進します。 
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【指標】自分の住む地域が好きだと思っている児童生徒の割合（％） 

現状値 2020 2021 2022 

小 66 

中 52 

高 51 

70 

56 

54 

72 

58 

58 

74 

60 

62 

    現状値は 2018 年の値 

 

(イ) キャリア教育の推進とライフデザイン能力の育成 

現状・課題 主要な施策の概要 

児童生徒が主体的に進路を選択し、

社会人・職業人として自立する能力を

育成するため、児童生徒に対し地域産

業を支える地元企業等への理解や関心

を高める取組等により、キャリア教育

を推進する必要があります。 

児童生徒の職業観や勤労観を育成す

るため、発達段階に応じて職場体験、

インターンシップ等の体験的な学習の

充実と質的向上を図ります。 

【指標】将来希望する職業（仕事）について考えている高校２年生の割合（％） 

現状値 2020 2021 2022 

55 59 61 65 

 現状値は 2018 年の値 

 

 ソ つながりや活力を感じられる地域コミュニティを基盤に、自助、共助、公助による

防災体制をつくります 

 (ア) 地域コミュニティを基盤とした防災体制づくり 

現状・課題 主要な施策の概要 

自主防災組織の組織率や活動内容に

地域間でばらつきがあることから、中

核となる人材の育成に取り組み、地域

コミュニティを基盤とした防災体制づ

くりを推進する必要があります。 

自然災害等から子どもたちを守るた

め、市町村と災害時の情報共有を図る

とともに、教育・保育現場における防

災教育や自主防災組織の活動支援、総

合防災訓練の実施などを通じ、防災意

識の向上や地域コミュニティを基盤と

した防災体制づくりを推進します。 

【指標】地域防災サポーター（※１）による講義等の受講者数（人）〔累計〕 

現状値 2020 2021 2022 

3,365 5,750 9,000 12,500 

    現状値は 2018 年の値 

 

※１ 地域防災サポーター：防災に関して様々なスキルを習得している方（防災士、

消防職員ＯＢ等）を県の地域防災サポーターとして登録し、 地域における防災

研修会等に講師として派遣し、研修等の取組を支援する。 
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 (イ) 県民への正しい防災知識の普及と防災意識の向上（自助） 

 現状・課題 主要な施策の概要 

大規模な自然災害が頻発しているこ

とから、県民一人ひとりが「自分は大

丈夫」という思い込みにとらわれず、

災害から身を守る力を備える必要があ

ります。 

自然災害等から子どもたちを守るた

め、教育・保育現場における防災教育

や岩手県立総合防災センターを活用し

た煙体験、地震体験などの防災体験セ

ミナーを通じ、防災意識の向上を図り

ます。 

 

(ウ) 地域コミュニティにおける防災体制の強化（共助） 

 現状・課題 主要な施策の概要 

大規模な自然災害が発生した場合

は、公的機関だけでは対応が困難であ

ることから、自主防災組織などの地域

コミュニティの防災力を強化する必要

があります。 

自主防災組織の活動支援を通じ、子

どもを含めた住民が参加する避難訓練

等の支援を行うなど、地域コミュニテ

ィにおける防災体制づくりを推進しま

す。 

 

(エ) 実効的な防災・減災体制の整備（公助） 

 現状・課題 主要な施策の概要 

県、市町村、関係機関等が連携を図

りながら、実効的な防災・減災体制の

整備に取り組む必要があります。 

市町村と災害時の情報共有を図ると

ともに、児童・生徒が参加する総合防

災訓練の実施などを通じ、学校を含め

た関係機関が連携した防災体制づくり

を推進します。 

 

 タ 事故や犯罪が少なく、安全・安心に暮らせるまちづくりを進めます 

(ア) 地域ぐるみでの防犯意識の高揚に向けた取組の推進 

現状・課題 主要な施策の概要 

既存の防犯ボランティアの高齢化

による担い手不足のため、従来の見守

り活動に支障が生じるおそれがある

ことから、「見守りの空白地帯」にお

ける子どもの危険を取り除くことが

必要です。 

通学路等における子どもの犯罪被

害を防止するため、「登下校防犯プラ

ン（※１）」等において、学校、警察、

自治体等は連携して総合的な防犯対

策に取り組みます。 

地域の安全に大きく貢献してきた

既存の防犯ボランティアが高齢化し、

担い手が不足しています。 

多様な担い手による見守り活動を

活性化するため、「ながら見守り（※

２）」等を推進するとともに、青色回

転灯装備車（※３）の活動や「子ども

110 番の家・車（※４）」への支援等

を推進します。 
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現状・課題 主要な施策の概要 

犯罪防止に配慮した環境の整備は

地域により差が見られることから、実

効性ある働きかけを行うことが必要

です。 

通学路・公園等の公共施設や住宅の

構造・設備・配置、防犯灯・防犯カメ

ラの設置などについて、犯罪防止に配

慮した環境の整備が行われるよう、市

町村や管理者に対し、各地域の犯罪発

生状況を踏まえた働きかけを行うな

ど、犯罪の被害に遭いにくいまちづく

りを推進します。 

登下校中における防犯対策の推進

に当たっては、警察、教育委員会、学

校、自治体等の連携が不可欠であり、

実効的な対策に結び付けることが必

要です。 

県警察と県教委が連携し、登下校時

における防犯対策について意見交

換・調整を行う「地域の連携の場」の

構築を推進します。 

警察が把握した不審者情報等は、事

案の概要を知らせるにとどまり、受信

者側の具体的な対応に結び付いてい

ないという側面も見受けられます。 

県警察と学校との間における粒度

の高い不審者に関する情報交換のほ

か、地域住民等による効果的な見守り

や迅速な対応に資する情報の提供・発

信に努めます。 

【指標】活発な防犯活動に取り組む団体の割合（％） 

現状値 2020 2021 2022 

55.9 59.7 61.8 64.0 

    現状値は 2018 年の値 

 

※１ 登下校防犯プラン：平成 30 年５月、新潟県において下校途中の７歳の児童が

殺害された事件を受け、同年６月 22 日登下校時の子供の安全確保に関する関係

閣僚会議において決定されたものであり、次の５つの柱から構成されている。 

  １ 地域における連携の強化 

２ 通学路の合同点検の徹底及び環境の整備・改善 

３ 不審者情報等の共有及び迅速な対応 

４ 多様な担い手による見守りの活性化 

５ 子供の危険回避に関する対策の推進 

※２ ながら見守り：見守りの担い手の裾野を広げるため、ウォーキング、ジョギン

グ、買い物、犬の散歩、花の水やり等の日常活動を行う際、防犯の視点を持って

見守りを行う活動。 

※３ 青色回転灯装備車：自主防犯パトロール活動を実施する団体であると警察から

証明を受け、使用目的をパトロール活動に限定されている青色回転灯を装備した

自動車。 

※４ 子ども 110 番の家・車：子どもの通学路に面する商店や一般家庭を緊急避難場

所として指定し、登下校時間帯などに不審者から声をかけられたり、追いかけら
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れたりした子どもが駆け込んできたときに、その子どもを保護し、直ちに 110 番

通報する役割を担う。 

 

 (イ) 犯罪被害者を支える社会づくりの推進 

現状・課題 主要な施策の概要 

被害を受けた子どもやその保護者に

寄り添い期待に応えるための活動をし

ていますが、被害を受けた子どもやそ

の保護者が安心して平穏な日常生活を

円滑に営むことができるようにするた

めには、関係機関が情報共有し、連携

して心のケアや必要な支援を継続的に

行うことが必要です。 

また、周囲の配慮に欠けた対応によ

る二次的被害を受けることのないよ

う、犯罪被害者に対する県民の理解を

深める必要があります。 

犯罪被害を受けた子どもの心のケア

のため、関係機関が連携し、子どもや

保護者に対するカウンセリングや助言

などの支援を行います。 

また、犯罪被害者を支える社会づく

りに向けて、若年層に対する啓発や

様々な広報媒体による広報等により、

県民の理解の促進を図ります。 

 

【指標】犯罪被害者等に係る理解促進のための講演会等の参加者数（人）〔累計〕 

現状値 2020 2021 2022 

3,290 8,600 12,900 17,200 

    現状値は 2018 年単年の実績値、目標値は 2019 年からの累計 

 

【指標】「はまなすサポート（※１）」ホームぺージアクセス数（回） 

現状値 2020 2021 2022 

1,857 2,100 2,100 2,100 

    現状値は 2018 年の値 

 

 ※１ はまなすサポート：性犯罪・性暴力の被害にあわれた方に、産婦人科及び精

神科医療、相談等の心理的支援、捜査関連支援、弁護士による法的支援等を連携

して行う支援体制。 

 

(ウ) 少年の非行防止と保護対策の推進 

現状・課題 主要な施策の概要 

これまで問題を抱えた子どもや被害

を受けた子どもと保護者に寄り添い期

待に応える活動をしていますが、立ち

直りに資するには、関係機関の情報共

有による連携と心のケアによる継続的

な支援が必要です。 

問題を抱えた子どもや犯罪、いじめ、

児童虐待などの被害を受けた子どもの

心のケアのため、子ども及び保護者に

対するカウンセリングや助言など、関

係機関が連携して支援を行います。 
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 (エ) 交通事故抑止対策の推進 

現状・課題 主要な施策の概要 

県内における子どもが関係する交通

事故は 10 年前と比べ約３分の１まで減

少しているものの、過去５年間では、

小学生は歩行中の事故が、中・高校生

は、自転車乗用中の事故が高い割合を

占めていることなどから、関係機関・

団体等と連携し、次代を担う子どもを

交通事故から守るための対策に取り組

む必要があります。 

 

子どもの交通事故を防止し、安全の

確保を図るため、関係機関と連携し、

通学路の点検や生活道路対策の実施に

より、交通環境の整備を推進します。 

また、交通ルールの遵守と交通マナ

ーを身につけさせるため、参加・体験・

実践型の安全教育を推進するととも

に、シートベルト・チャイルドシート

や自転車に子どもを乗せる際のヘルメ

ットの正しい着用が促進され、子ども

の被害防止が図られるよう、関係機

関・団体と連携した広報啓発活動に取

り組みます。 

 

【指標】交通事故死傷者数（人） 

現状値 2020 2021 2022 

2,472 2,140 2,000 1,860 

    現状値は 2018 年の値 

 

 チ 食の安全・安心を確保し、地域に根ざした食育を進めます 

現状・課題 主要な施策の概要 

関係団体との協力により、県民運動

として食育を展開しているほか、平成

30 年度までに全市町村で食育推進計

画が策定され、家庭、学校、地域が連

携して食育の推進に取り組む体制づ

くりが進んでいる状況ですが、県民が

より広く食育の意義や必要性を理解

できるよう、地域に根ざした食育と食

を楽しむ環境づくりを進める必要が

あります。 

生活習慣が多様化する中で、偏った

食事や不規則な食事などの食習慣の

乱れがあることから、望ましい食習慣

の形成を図るため、食育の推進が必要

です。 

 

 

子どもたちが「食」に関する知識や

「食」を選択する力を自ら身に付け、

望ましい食習慣が形成されるよう、家

庭、地域、学校等の連携を図りながら、

総合的かつ計画的に食育を推進しま

す。【再掲】 
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現状・課題 主要な施策の概要 

日常生活では食の生産現場を意識

することが難しくなっているなかで、

食料の生産から消費に至る食の循環

を意識し、理解を進めることは、健全

な食生活を推進するための大事な活

動となっています。 

 小中学校において行われている農

林漁業体験などの取組を一層進める

ためには、県や市町村だけでなく、農

林漁業団体や地域住民と連携して取

り組むことが必要です。 

農林漁業団体や地域住民等の協力

を得ながら､農林漁業体験などの取組

を通じ、子どもたちの本県農林水産業

への理解醸成を図るとともに、食に対

する感謝の心を育んでいきます。 

 

【指標】食育普及啓発キャラバンの参加者数（人）〔累計〕 

現状値 2020 2021 2022 

275 520 780 1,040 

    現状値は 2018 年の値 

 

【指標】食育と食を楽しむイベントの参加者数（人）〔累計〕 

現状値 2020 2021 2022 

47,352 108,000 162,000 216,000 

    現状値は 2018 年の値 

 

 ツ 多様で優れた環境を守り、次世代に引き継ぎます 

現状・課題 主要な施策の概要 

都市近郊などにも見られる身近な自

然の中で、地域住民が主体となり、河

川等の環境保全活動や水生生物調査、

地域の特性を生かした環境学習などの

活動が多くの地域で行われており、こ

うした取組が継続するよう引き続き支

援する必要があります。 

各種教材や環境学習交流センター

（※１）等を拠点とした取組により、

地域で行われる環境保全活動や自然観

察などの環境学習を支援します。 

 

【指標】環境学習交流センター利用者数（人） 

現状値 2020 2021 2022 

45,010 42,000 42,000 42,000 

 現状値は 2018 年の値 

 

【指標】水生生物調査参加者数（人）〔累計〕 

現状値 2020 2021 2022 
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4,032 7,400 11,100 14,800 

    現状値は 2018 年の値 

 

※１ 環境学習交流センター：いわて県民情報交流センター（アイーナ）に設置した

環境学習の拠点施設であり、県民、NPO、事業者、行政など様々な主体間の連携

を促進するためのネットワーク構築や、環境学習や環境保全活動の支援を行って

いる。 

 

（２） 子育て家庭を支援する 

 ア 必要に応じた医療を受けることができる体制を充実します 

現状・課題 主要な施策の概要 

小児医療機関は、盛岡保健医療圏に

集中している一方、気仙、釜石、宮古、

久慈、二戸保健医療圏が少なくなって

います。 

このため、小児患者やその家族の負

担軽減のためのサポートや症状に応じ

た小児医療の提供を関係機関が連携し

て行うため、ICT を活用した小児医療遠

隔支援システム（※１）の効果的な運

用を図っていく必要があります。 

保護者が抱く子育て不安への対応を

図るとともに、休日･夜間の救急外来へ

の受診について適切な助言を行うこと

ができるよう、小児救急医療電話相談

の充実に努めます。 

また、小児医療遠隔支援システムを

活用した遠隔診断支援を行い、どの地

域にいても必要な治療を受けられる小

児救急医療体制の整備に努め、一定の

圏域ごとの体制整備を計画的に進めま

す。 

 

【指標】小児医療遠隔支援システム利用回数（回） 

現状値 2020 2021 2022 

187 146 148 151 

 現状値は 2018 年の値 

 

※１ 小児医療遠隔支援システム： 各二次保健医療圏の中核的な病院と岩手医科大

学附属病院との間をテレビ会議で結び、詳細な動画像を送受信して、岩手医科大

学の小児科専門医の適切な助言を受けながら小児患者の診療を行うことができ

るシステム。  
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  イ 住み慣れた地域で安心して生活できる環境をつくります 

現状・課題 主要な施策の概要 

妊産婦や子どもを含むすべての人

が、安全かつ円滑に移動でき、快適に

過ごすことができるよう、ユニバーサ

ルデザインの視点に立ったまちづくり

の推進が必要です。 

すべての人が、安全かつ円滑に利用

できる環境の整備を進める「ひとにや

さしいまちづくり」に向け、ユニバー

サルデザインに対応した公共的施設の

情報提供を行う電子マップやひとにや

さしい駐車場利用証制度の充実を図る

とともに、ＮＰＯ法人等民間団体の活

動を支援しながら、普及や人材育成に

取り組みます。 

 

【指標】ひとにやさしい駐車場利用証制度（※１）駐車区画数（区画）〔累計〕 

現状値 2020 2021 2022 

1,012 1,050 1,075 1,100 

 現状値は 2018 年の値 

 

※１ ひとにやさしい駐車場利用証制度：障がい者や、歩行困難等により駐車場の利

用に制約がある方に、ひとにやさしい駐車場利用証を交付することにより、利用

対象者を明らかにすることで、不特定多数の方が出入りする公共的施設の駐車場

に設置されている「車いす使用者用駐車区画」の適正利用を図る制度。  

 

 ウ 生涯を通じて学び続けられる場をつくります 

現状・課題 主要な施策の概要 

「いつでも・どこでも・だれでも」

生涯にわたって学習を継続し、その成

果を社会に役立てることができる環境

づくりを推進する必要があります。 

「いつでも・どこでも・だれでも」

生涯を通じて学び続けられる環境づく

りのため、市町村と連携を図りながら、

県立生涯学習推進センター等による、

ICT を活用した学びの機会や活躍の場

等に関する情報の集積・提供など、学

習情報提供の仕組みを一層充実させま

す。 

 

【指標】生涯学習情報提供システム（ホームページ）利用件数（件） 

現状値 2020 2021 2022 

76,043 79,000 86,000 93,000 

   現状値は 2018 年の値 
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  エ 安心して子どもを生み育てられる環境をつくります 

(ア) 結婚・家庭・子育てに希望を持てる環境づくりの推進 

現状・課題 主要な施策の概要 

家庭や地域の子育て力が低下する中

で、県民一人ひとりが家庭や子育ての

意義について理解を深め、地域社会全

体で子育て家庭を応援する気運を高め

ていく必要があります。 

子育てや家庭の大切さについての意

識啓発や情報提供を行うことにより、

子育てや家庭生活が尊重されるととも

に、社会全体で子育てを支援する気運

の醸成に努めます。 

依然として残っている家事や子育て

は女性の仕事という意識を取り除き、

男女の多様な働き方や生き方の選択を

広げるため、男女が家庭内で協力しあ

う重要性について理解を深めることが

必要です。 

イクメンハンドブック（※１）の配

布などにより、男性の育児参加につい

ての意識啓発を図ります。 

 

【指標】「いわて子育て応援の店（※２）」協賛店舗数（店舗）〔累計〕 

現状値 2020 2021 2022 

1,933 2,118 2,209 2,300 

 現状値は 2018 年の値 

 

【指標】両親学級（※３）への父親の参加割合（％） 

現状値 2020 2021 2022 

13.2 13.3 13.7 14.0 

 現状値は 2018 年の値 

 

※１ イクメンハンドブック：仕事だけでなく積極的に育児にも関わる父親（イクメ

ン）の普及啓発を図るため、新しくパパになる方などに向けて、出産、産後、子

育てなどに役立つ情報を掲載した冊子。 

※２ いわて子育て応援の店：社会全体で子育て世帯を支援する気運の醸成を図るこ

とを目的に、妊婦と 18 歳未満の「子ども連れ」の家庭に対し、「いわて子育て応

援の店」として協賛店独自の子育て支援サービスを提供。 

※３ 両親学級：病院や市町村等が妊婦とそのパートナーを対象に開催しており、妊

娠・出産についての知識やお産のための準備、育児の実用的な情報や実技指導な

どが受けられ、必要に応じて医師、助産師などの指導が受けられる。 
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(イ) 様々な状況にある子育て家庭への支援 

現状・課題 主要な施策の概要 

就労等により、保護者が昼間家庭に

いない児童の健全な育成を図るため、

安全・安心な居場所の確保が必要で

す。 

就労等により、保護者が昼間家庭にい

ない児童の健全な育成を図るため、学校

の余裕教室や児童館等を活用した、放課

後児童クラブの適切な設置及び運営を

推進します。 

放課後児童クラブや放課後子供教

室の質の確保のため、効果的な取組が

必要です。 

福祉部局と教育部局の連携の下、推進

委員会を設置し、放課後における総合的

な支援の推進等について検討します。 

放課後児童クラブの従事者及び放課

後子供教室の指導者等に必要となる研

修を、福祉部局と教育部局の連携を図り

ながら、毎年度、計画的に実施します。 

児童の健全育成のためには、遊びを

通じて心身の健康を増進し、知的・社

会的能力を高め、情緒を豊かにするこ

とが大切であり、そのために自らサー

ビスを提供するとともに、各市町村が

設置している児童館の活動や児童館

のない地域に対して支援を行う、拠点

的な役割を担う施設が必要です。 

県立児童館「いわて子どもの森（※

１）」の機能を活用し、自然体験や児童

に健全な遊びを提供するほか、幼児期か

ら自然に触れ合う取組などを通じて、そ

の健康を増進し、情操を豊かにすること

により、生涯にわたる生きる力の基礎を

培い、次代を担う児童の健全な育成を図

るとともに、県内各地の児童館や放課後

児童クラブ等における遊びの普及や指

導者・ボランティア等の育成を図り、児

童の健全育成活動の充実を図ります。 

子どもの心身の健やかな成長、発達

及びその自立を図るために、子どもが

その置かれている環境や状況に関わ

りなく、自由に来館して過ごすことの

できる施設の整備が必要です。 

児童館の適切な設置を支援し、遊び環

境の充実を促進します。 

子どもを医療機関に受診させられ

なかったことがある保護者が、子ども

を受診させなかった理由としては、い

ずれの収入階層においても医療機関

に連れて行く時間がないことを挙げ

た割合が最も高くなっています。 

保護者が、子どもを医療機関に連れて

行く時間を確保しやすくするため、民間

企業等による仕事と子育ての両立を支

援する取組を促進します。【再掲】 

いわてで働こう推進協議会を核とし

た「いわて働き方改革推進運動」の展開

により、長時間労働の是正、年次有給休

暇の取得率向上、完全週休二日制普及等

の働き方改革の取組を推進します。【再

掲】 
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現状・課題 主要な施策の概要 

核家族化の進行に伴い、子育てと介

護等の両方を担っている人がいます。 

また子育てや家庭教育についての

「知恵」や「経験」の継承が十分に行

われず、悩みや不安が増加していま

す。 

子育て中の親子が気軽に参加し、子育

てに関する相談などに応じる場として、

子育てサポートセンター（※２）の機能

の充実に努めるとともに、地域子育て支

援センター（※３）等の設置拡充を図る

ため、市町村の取組を支援します。 

子育て中の親たちが育児に関する情

報を交換したり、親子の交流を深める行

事などを実施している子育てサークル

等の活動の充実に向け、情報提供などの

支援に努めます。 

インターネットやマスメディアなど

を活用し、子育ての知識や、地域におけ

る子育て支援サービス、相談機関に関す

る情報など、あらゆる世代の多様なニー

ズに対応した子育て応援情報の提供を

行います。 

子育て中の家庭が抱える悩みを気軽

に相談できるよう、住民に最も身近な市

町村の相談窓口の強化が図られるよう

支援します。 

仕事と家庭の両立に向けて、県のほ

か、国や市町村、企業・団体等の関係

機関が連携を図る必要があります。 

労働局が主催する「岩手子育て女性の

就職支援協議会（※４）」における関係

機関や企業・団体等との情報交換等を通

じ、国の施策や関係機関の取組との十分

な連携を図ります。 

いわてで働こう推進協議会を核とし

た「いわて働き方改革推進運動」の展開

により、長時間労働の是正、年次有給休

暇の取得率向上、完全週休二日制普及等

の働き方改革の取組を推進します。【再

掲】 

仕事と子育ての両立を支援する企業

の認証・表彰の実施などにより、子育て

にやさしい職場環境づくりを支援しま

す。 
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【指標】放課後児童クラブ設置数（5 月 1 日時点）（箇所）【再掲】 

現状値 2020 2021 2022 

385 419 437 456 

    現状値は 2018 年の値 

 

【指標】放課後子供教室において指導者を配置して「体験活動」を実施している教

室の割合（％）【再掲】 

現状値 2020 2021 2022 

25.7 60.0 80.0 100 

    現状値は 2018 年の値 

 

【指標】いわて子育てにやさしい企業等認証の認証数（事業者）〔累計〕 

現状値 2020 2021 2022 

123 215 265 315 

 現状値は 2018 年の値 

 

※１ いわて子どもの森：一戸町に設置した県立の大型児童館であり、子どもに健全

な遊びを提供することにより、その健康を増進し、情操を豊かにすることを目的

として、自然の中での自由な遊びやふれあい体験のほか、遊びの指導者の育成な

どを実施する。 

※２ 子育てサポートセンター：いわて県民情報交流センター（アイーナ）に設置し

た子育て支援の中核的施設であり、子育て中の親子（乳幼児とその親等）に、い

つでも気軽に安心して過ごせる場を提供するとともに、子育てに関する相談・講

習を実施する。 

※３ 地域子育て支援センター：子育て家庭等に対する育児不安等についての相談指

導及び子育てサークル等への支援、地域の子育て家庭に対する育児支援を行うこ

とを目的とする施設。 

※４ 岩手子育て女性の就職支援協議会：岩手労働局が主催する、労働局、地方公共

団体、関係機関、団体等により構成される子育て女性の就職支援に係る具体的な

連携事項を協議する会議。 
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(ウ) 子どもの慢性疾病、障がいの予防に対する支援 

現状・課題 主要な施策の概要 

子どもの慢性疾病のうち、特定の疾

病については治療期間が長く、医療費

負担も高額となることから、慢性疾病

を抱える児童やその家族の負担軽減を

図る必要があります。 

また、長期療養している児童の自立

促進について地域の実情に応じた支援

が必要です。 

長期に治療と、高額な医療費負担と

なる小児慢性特定疾病児童等の負担軽

減を図るため、医療費助成事業に取り

組むとともに、自立支援や家族の一時

的な休息のための援助（レスパイト）

など患者・家族の意見も踏まえた支援

に努めます。 

フェニルケトン尿症等の先天性代謝

異常及び先天性甲状腺機能低下症は、

放置すると知的障害などの症状を来た

すため、新生児の血液によるマス・ス

クリーニング検査を行い、異常を早期

に発見し、障がいの発現を未然に防止

する必要があります。 

先天性代謝異常を早期に発見するた

め、新生児にタンデムマス法（※１）

等を用いた検査を実施して、疾病が判

明した子への適切な治療が行われるよ

う、検査機関と医療機関との連携や検

査の精度管理等を実施します。 

先天性難聴の早期発見のため、医療

機関における新生児聴覚検査が実施で

きる体制の確立や市町村における検査

費用助成の拡大などの体制整備を図る

必要があります。 

難聴児に対する早期支援は、音声言

語の発達の促進や、コミュニケーショ

ン手段の早期獲得につながることか

ら、身近な場所で相談や療育を受ける

ことができるよう、保健・医療・福祉・

教育の連携による療育支援体制の充実

が必要です。 

先天性難聴の早期発見及び療育のた

め、公費負担を含めた新生児聴覚検査

や療育支援の体制の確立に努めます。 

児童の健全な育成を図るため、未熟

児に対する医療に要する費用を支給す

ることが必要です。 

市町村が行う未熟児養育医療への給

付への支援などにより経済的支援を実

施します。 

子どもや妊産婦が適正な医療を受け

られるよう経済的負担の軽減を図る必

要があります。 

子どもや妊産婦が適正な医療を受け

られるよう、自己負担額に対して助成

を行います。 

 

※１ タンデムマス法：アミノ酸代謝異常、有機酸代謝異常及び脂肪酸代謝異常を発

見するためのタンデム型質量分析計を用いた検査方法。 
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(エ) 障がい児の療育支援体制の充実 

現状・課題 主要な施策の概要 

精神又は身体に障がいのある児童の

福祉の増進を図る必要があります。 

精神又は身体に障がいがある児童へ

の特別児童扶養手当の支給、市町村が

行う身体障がい児育成医療への給付へ

の支援などにより経済的支援を実施し

ます。 

本県が令和元年度に取りまとめた重

症心身障がい児及び医療的ケア児に係

る実態調査（※１）並びにアンケート

の結果によると、在宅生活における介

護の負担の軽減を求める回答が多くあ

ったことから、本人やその家族が身近

な地域において必要な支援を受けられ

る支援体制の構築が必要です。 

また、発達の遅れや障がいなどがあ

る児童が成長段階に応じて必要な支援

を受けられるよう、早期の診断・療育

を受けられる支援体制の整備が必要で

す。 

県内どの地域でも、障がい児のニー

ズに対応した質の高い療育が受けられ

るよう、発達障がい児や超重症児など

のニーズにも対応できる機能を備えた

「県立療育センター（※２）」を中心に

障がい児療育を進めるとともに、各地

域の保健、福祉、医療、教育等の関係

機関が連携し、地域療育ネットワーク

の構築を図ります。 

また、発達の遅れや障がいなどがあ

る児童が早期に必要な支援を受けられ

るよう、県立療育センターの小児医療

提供体制の充実を図るとともに、県内

の医療機関や児童発達支援事業所等と

連携し、早期の診断・療育につながる

支援体制の構築に努めます。 

医療的ケア児や重症心身障がい児、

発達障がい児等とその家族が、身近な

地域で適切な相談支援を受けることが

できるよう、相談支援専門員や看護師

等の支援者の育成が必要です。 

各地域で相談支援に対応できる人材

の確保・育成を図るため、医療的ケア

児や重症心身障がい児、発達障がい児

等に関する研修を実施するとともに、

保育所、幼稚園、認定こども園等に対

し、障がいの理解や指導法など、障が

い児が集団生活に適応するための支援

についての普及啓発を行います。 

 

【指標】児童発達支援センター（※３）の設置数（設置数）〔累計〕 

現状値 2020 2021 2022 

3 15 16 17 

    現状値は 2018 年の値 
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【指標】発達障がい者支援センター（※４）等の関係機関への助言（件） 

現状値 2020 2021 2022 

149 170 180 190 

    現状値は 2018 年の値 

 

※１ 重症心身障がい児及び医療的ケア児に係る実態調査： 県内の重症心身障がい

児及び医療的ケア児の実態やニーズを把握し、入所や在宅での支援を検討するた

めの基礎資料とするため、県が独自に実施した調査。（調査時点：平成 30 年 10

月１日） 

※２ 県立療育センター：医療法に基づく病院、児童福祉法に基づく医療型障害児入

所施設と医療型児童発達センター、また、相談機関である発達障がい者支援セン

ターなどを併設した複合型施設。 

※３ 児童発達支援センター：児童福祉法に基づき、障がい児への療育やその家族に

対する支援を行うとともに、専門機能を活かした相談支援、障がい児を預かる施

設への援助・助言等を担う児童福祉施設。 

※４ 発達障がい者支援センター：発達障害者支援法に基づき、発達障がいの早期発

見、早期の発達支援につながるよう相談支援に応じるとともに、医療、保健、福

祉、教育、労働等の関係機関に対する情報提供や連絡調整等を担う専門的機関。 

 

(オ) 家庭教育を支える環境づくりの推進 

現状・課題 主要な施策の概要 

核家族化に伴い、子育てや家庭教育

についての「知恵」や「経験」の継承

が十分に行われず、悩みや不安を抱え

る保護者が増加するなど、家庭の子育

て機能が低下している傾向にあること

から、子育てや家庭教育に取り組む保

護者等を支援する取組を推進する必要

があります。 

子育てや家庭教育に悩みや不安を抱

える保護者を支援するため、電話やメ

ールによる相談窓口を設置するととも

に、メールマガジン等による家庭教育

に役立つ情報などの提供や、教育に関

する意識啓発に取り組みます。 

子育てに不安や悩みを持つ孤立しが

ちな保護者に対して、地域と連携して

家庭教育の重要性の啓発を図るなど、

社会全体の教育力を向上させていく必

要があります。 

子育て支援に関わるグループ・団

体・ＮＰＯ等や企業との連携・協力、

協働を図るため、子育てサポーター（※

１）等の資質向上やネットワークづく

りに向けた研修等を実施します。 

 

【指標】すこやかメールマガジン（※２）の登録人数（人） 

現状値 2020 2021 2022 

1,141 3,000 4,000 5,000 

 現状値は 2018 年の値 
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【指標】子育てサポーター等を対象とした家庭教育支援に関する研修会の参加者数

（人） 

現状値 2020 2021 2022 

482 550 575 600 

 現状値は 2018 年の値 

 

※１ 子育てサポーター：県教育委員会が実施する子育てサポーター養成講座修了者

のうち、地域の子育て支援に指導的な立場で携わる支援者として活動する「岩手

県子育てサポーター」への登録者。 

※２ すこやかメールマガジン：県生涯学習推進センターにおいて、家庭教育や子育

てに関する情報を登録者に定期的（毎週）に配信するメールマガジン。 

 

オ ひとり親家庭の自立を支援します 

   〔現状と課題は、岩手県子どもの生活実態調査又は岩手県ひとり親世帯生活実態調

査による〕 

現状・課題 主要な施策の概要 

ひとり親家庭等の就労形態や収入は

不安定な場合が多く、経済状況の影響

を受けやすいことから、状況に応じた

支援策の充実が求められています。 

「岩手県ひとり親家庭等自立促進計

画（※１）」を定め、市町村と連携しな

がら将来にわたりひとり親家庭等が安

心して暮らすことができるよう支援し

ます。 

子どもや生活に関する相談のうち、

特に「お金の相談・家計管理」では、

母子世帯及び父子世帯の保護者におい

て、相談できる人はいないと回答した

割合が高い一方、市町村や社会福祉協

議会などの公的な相談窓口が十分に活

用されていません。 

ひとり親家庭に対する包括的な相談

支援体制を構築し、生活設計の専門家

であるファイナンシャルプランナーに

よる家計管理支援を実施するほか、生

活困窮者自立支援制度による支援も活

用し、必要な家庭を支援します。【再掲】 

母子世帯の保護者は、両親のいる世

帯や父子世帯に比べ生活向上のための

資格取得や教育の機会の充実に対する

ニーズが高くなっています。 

育児に配慮した託児サービス付き訓

練を実施するなど、女性の再就職を支

援するとともに、就職につながりやす

い国家資格の取得を目指す訓練コース

など、雇用情勢や産業政策、企業ニー

ズを踏まえた職業訓練等の就業支援を

実施します。【再掲】 

資格取得に係る受講費用の助成とし

て自立支援教育訓練給付金や、修学期

間中の生活費等を給付する高等職業訓

練促進給付金の支給などによる資格取

得の支援を行います。【再掲】 



 

65 

現状・課題 主要な施策の概要 

ひとり親支援に関わる民間を含めた

関係機関等のネットワーク化を図り、

母子家庭の保護者のスキルアップや就

労を包括的に支援します。【再掲】 

母親は、父親に比べ、フルタイム（正

規職員）で就労している割合が低く、

収入が中央値よりも低い世帯の母親で

は、パート・アルバイトの割合が最も

高くなっています。 

ひとり親家庭等の自立に向けて、

個々の家庭の実情に応じた支援メニュ

ーを組み合わせた母子・父子自立支援

プログラム（※２）の策定や、公共職

業安定所、商工関係団体等と連携した、

就業相談、就業に必要な知識・技能習

得のための支援などの充実を図りま

す。 

母子世帯の保護者のフルタイムの就

労を支援するため、保育所整備を計画

的に進めるとともに、放課後児童クラ

ブをはじめとする地域の実情に応じた

多様なサービスの充実を図ります。【再

掲】 

母及び 18 歳未満の子のみの母子世帯

では、７割以上が賃貸住宅に居住して

おり、低い家賃で住めるところの充実

に対する保護者のニーズが高くなって

います。 

母子家庭等に対し、公営住宅におけ

る優先入居枠の設定や、民間賃貸住宅

のセーフティネット住宅への登録促進

などにより、家賃負担の少ない住居の

確保を支援します。【再掲】 

親と 18 歳未満の子のみの母子世帯及

び父子世帯の保護者では、日頃の生活

のための経済的支援のニーズが高くな

っています。 

また、就学援助世帯や、母子世帯、

父子世帯の保護者に、経済的な支援制

度の周知が行き届いていません。 

ひとり親家庭等の保護者の多様な相

談支援ニーズに対応するため、民間を

含めた関係機関等のネットワーク化を

図るとともに、包括的な相談支援体制

を構築します。【再掲】 

生活や教育に関する経済的な支援制

度が必要な世帯に漏れなく活用される

よう、保護者に対し、制度の周知を図

るとともに、その活用を促進します。

【再掲】 

母及び 18 歳未満の子のみの母子世帯

では、両親のいる世帯に比べ、子ども

を医療機関に受診させられなかったこ

とがある割合が高く、その理由として

２割以上が医療費の支払いが困難なこ

とを挙げています。 

ひとり親家庭が適正な医療を受けら

れるよう、自己負担額に対して助成を

行います。 

また、子どもの医療費助成の現物給

付を中学生まで拡大します。【再掲】 
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現状・課題 主要な施策の概要 

離婚を原因とする母子世帯のうち、

４割以上が養育費の取り決めをしてお

らず、養育費を現在も受給している母

子世帯は約３割と低い状況にありま

す。 

子どもを監護していない親からの養

育費の確保を促進するため、弁護士に

よる無料法律相談を実施し、専門的な

相談支援を行うとともに、厚生労働省

委託事業である養育費・面会交流相談

支援センター（※３）と連携し、きめ

細やかな相談支援を行います。【再掲】 

母子家庭・父子家庭ともに、困って

いることは「家計について」が最も多

くなっています。 

母子父子寡婦福祉資金（※４）や生

活福祉資金を効果的に活用できるよう

情報提供するとともに、ファイナンシ

ャルプランナーによる家計管理支援を

実施するほか、ひとり親家庭への児童

扶養手当を適切に支給します。 

 

【指標】生活保護世帯の子どもの高等学校等進学率（％）【再掲】 

現状値 2020 2021 2022 

（2017） 

94.2 

（2019） 

95.2 

（2020） 

96.2 

（2021） 

97.2 

 

【指標】学習支援事業に取り組む市町村数（市町村）【再掲】 

現状値 2020 2021 2022 

21 27 30 33 

現状値は 2018 年の値 

 

【指標】子ども食堂など子どもの居場所づくりに取り組む市町村数（市町村）【再掲】 

現状値 2020 2021 2022 

16 24 29 33 

現状値は 2018 年の値 

 

【指標】離職者等を対象とした職業訓練の女性受講者の就職率（％）【再掲】 

現状値 2020 2021 2022 

（2017） 

76.6 

（2018） 

84.0 

（2019） 

84.0 

（2020） 

84.0 

 

※１ 岩手県ひとり親家庭等自立促進計画：母子及び父子並びに寡婦福祉法第 12 条

に基づき、国の基本方針に即して、ひとり親家庭等の親の自立とその子どもの健

やかな成長に向けた施策について定める計画。 

※２ 母子・父子自立支援プログラム：児童扶養手当受給者の自立を促進するため、

個別に面接を実施し、本人の生活状況、就業への意欲、資格取得への取組等につ
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いて状況把握を行い、個々のケースに応じた支援メニューを組み合わせた自立支

援プログラムを策定する。 

※３ 養育費・面会交流相談支援センター：養育費の取決めや受給を促進するため、

養育費と面会交流について支援する相談機関。（厚生労働省委託事業）。   夜

間・休日を含め利用しやすく、簡易・迅速な養育費の取決めや確保をサポートす

るほか、相談担当者の養成と各地の相談機関の業務支援を行う。 

※４ 母子父子寡婦福祉資金：配偶者のない女子又は配偶者のない男子であって現に

児童を扶養しているもの等に対し、その経済的自立の助成と生活意欲の助長を図

り、あわせてその扶養している児童の福祉を増進する目的で貸付を行う。 

 

カ 多様な保育サービスの充実を図ります 

現状・課題 主要な施策の概要 

市町村は、管内における教育・保育及

び地域子ども・子育て支援事業の量の見

込み並びに提供体制の確保の内容、その

実施時期等を盛り込んだ市町村子ど

も・子育て支援事業計画（※１）に基づ

き、質の高い教育・保育及び地域子ど

も・子育て支援事業を計画的に実施する

ことが必要です。 

県は、子ども・子育て支援事業支援計

画（※２）に基づき、質の高い教育・保

育が適切に提供されるよう、計画的に提

供体制を確保するほか、市町村の区域を

超えた広域的な調整、幼稚園教諭及び保

育士等の人材の確保及び資質の向上に

係る方策等を行うことが必要です。 

各市町村では、子ども・子育て支援新

制度における、地域の教育・保育、子育

て支援のニーズの把握や、これに対応し

た「市町村子ども・子育て支援事業計画」

に基づき、待機児童を解消するなど保育

サービスを必要とする全ての家庭が利

用できるよう、計画的な施設整備やサー

ビスの質の向上に努めます。 

県では、市町村と連携して「県子ど

も・子育て支援事業支援計画」に基づき、

市町村の取組を支援するほか、保育士等

の人材の確保や資質の向上を図ります。 

保育所等の利用定員の拡大や病児保

育などの多様な保育サービスの充実な

ど、仕事と子育ての両立に向けた更なる

環境整備が必要です。 

３歳未満の待機児童を解消するため、

市町村に対し、小規模保育事業をはじめ

とする地域型保育事業（※３）の活用を

働きかけます。 

市町村が実施する放課後児童クラブ

をはじめとする地域子ども・子育て支援

事業を支援し、地域の実情に応じて実施

する子ども・子育て支援の充実を図りま

す。 

多様な保育ニーズに的確に対応する

ため、延長保育、休日保育、病児・病後

児保育等の拡充や、幼稚園における一時

預かりの実施を支援します。 
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現状・課題 主要な施策の概要 

育児の援助を受けたい人と、育児の援

助を行いたい人とを会員とするファミ

リー・サポート・センターの設置促進、

病児・病後児の預かり等の機能の強化や

広域的な利用などを支援します。 

仕事の都合などにより、夜間にわたり

保護者が不在となる児童を児童養護施

設などで預かる子育て短期支援事業（ト

ワイライトステイ・ショートステイ）の

実施を支援します。 

保育所等の運営費に対して、その経費

の一部を負担するとともに、適正な保育

が実施されるよう必要な指導を行いま

す。 

また、保育所等の施設整備を計画的に

進めていくとともに、認定こども園に対

する制度の情報提供などにより、施設整

備又は既存施設の認定こども園への円

滑な移行を支援します。 

認定こども園は、幼稚園及び保育所の

機能を併せ持ち、保護者の就労状況及び

その変化等によらず柔軟に子どもを受

け入れられる施設であることから、利用

希望に沿って適切な利用が可能となる

よう、その普及への取組が必要です。 

認定こども園は幼稚園及び保育所の

機能を併せ持ち、保護者の就労状況やそ

の変化等によらず柔軟に子ども・子育て

を受け入れられる施設であるという特

徴を踏まえ、幼稚園、保育所及び保護者

への情報提供等を通じその普及を図り

ます。 

幼保連携型認定こども園は、認可手続

を簡素化した制度改正の趣旨を踏まえ、

その普及に取り組みます。 

保育所等の運営費に対して、その経費

の一部を負担するとともに、適正な保育

が実施されるよう必要な指導を行いま

す。 

また、保育所等の施設整備を計画的に

進めていくとともに、認定こども園に対

する制度の情報提供などにより、施設整

備又は既存施設の認定こども園への円

滑な移行を支援します。【再掲】 
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現状・課題 主要な施策の概要 

質の高い特定教育・保育及び特定地域

型保育並びに地域子ども・子育て支援事

業の提供に当たって基本となるのは人

材であり、人材の確保及び養成を総合的

に推進することが重要です。 

「岩手県保育士・保育所支援センター

（※４）」による、保育士資格を有して

いるものの、保育等に従事していない、

いわゆる「潜在保育士」の再就職への情

報提供、保育所と潜在保育士とのマッチ

ング等や保育士修学資金の貸付（※５）

を通じ、保育士確保に努めます。 

教育・保育の提供に携わる人材の確保

及び資質の向上を図り、質の高い教育・

保育を安定的に提供していくために、長

く働くことができる職場環境の整備が

必要です。 

職員給与の改善等処遇改善を図り、働

く魅力を感じ、働き続けたい職場環境の

構築を図ります。 

幼児期は生涯にわたる人格形成の基

礎を養う大切な時期であり、幼稚園等

が、小学校や関係機関等と連携を図り、

幼児の望ましい成長・発達を促すことが

できるよう支援していく必要がありま

す。 

質の高い教育・保育及び子育て支援を

提供するためには、幼稚園教諭、保育士

等子どもの育ちを支援する者の専門性

や経験が重要であり、研修等によりその

専門性の向上を図ることが必要です。 

新たに県に幼児教育センター（仮称）

を設置し、幼児教育アドバイザーの養成

や幼児教育、保育事業に従事する職員の

段階に応じた研修の実施等を通じた資

質向上を図り、乳幼児期において、生涯

にわたる生きる力の基礎が培われるよ

う、教育・保育内容の充実に取り組みま

す。【再掲】 

保育所や認可外保育施設において、プ

ール活動・水遊びを行う場合には、監視

体制、十分な事前教育、緊急事態への対

応等、事故の発生防止のための取組が必

要です。 

夏季の水遊びやキャンプなどの園外

行事が増加する時期には、子どもの事故

防止に関する注意を喚起する文書の送

付等により、保育所や認可外保育施設の

安全な運営に努めます。 

保育所や認可外保育施設においては、

子どもの安全の確保のため、事故発生の

防止及び発生時の対応に関する措置を

講じておく必要があります。 

県が行う保育所や認可外保育所への

定期監査や立ち入り調査等の機会を通

じ、子どもの安全の確保についての取組

状況を確認し、必要に応じて適切な措置

の実施等について指導します。 

 

認可外保育施設について、適正な保育

内容及び保育環境が確保されているか

を確認し、児童の安全確保を図る必要が

あります。 

 

認可外保育施設を安心して利用でき

るようにするため、運営内容などの情報

提供や適時の指導に努めます。 
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現状・課題 主要な施策の概要 

保育料については、幼児教育、保育の

無償化（３歳から５歳までの全ての子ど

も及び０歳から２歳までの住民税非課

税世帯の子どもを対象）のほか、同時入

所第３子以降の無償化など、その負担軽

減が図られてきていますが、子育て世帯

の支援のため、更なる経済的負担の軽減

が必要です。 

保護者の負担軽減が図られるよう、利

用者負担の見直しについて、国に要望し

ます。 

幼稚園・保育所・認定こども園は、地

域の実情や当該施設の体制等を踏まえ、

地域の保護者等に対して、その専門性を

生かした子育て支援を行うよう努める

こととされています。 

幼稚園・保育所・認定こども園が、地

域における親子の交流や子育て・家庭教

育に関する相談・情報交換の場として活

用されるなど、その機能の充実に努めま

す。 

少子化や核家族化の進行、地域社会の

変化など、子どもや子育てをめぐる環境

が大きく変化する中で、家庭や地域にお

ける子育て機能の低下や子育て中の親

の孤独感や不安感の増大等に対応する

ことが必要です。 

地域子育て支援センターや保育所等

の相談関係機関相互の連携を密にし、効

果的な相談支援体制を構築します。 

岩手県子どもの生活実態調査によれ

ば、母親は、父親に比べ、フルタイム（正

規職員）で就労している割合が低く、収

入が低い世帯の母親では、パート・アル

バイトの割合が最も高くなっています。 

母子家庭の保護者のフルタイムの就

労を支援するため、保育所整備を計画的

に進めるとともに、放課後児童クラブを

はじめとする地域の実情に応じた多様

なサービスの充実を図ります。【再掲】 

岩手県子どもの生活実態調査によれ

ば、親と 18 歳未満の子のみの母子世帯

及び父子世帯の子どもは、平日の放課後

に家で一人で過ごす割合が高くなって

います。 

保護者が就労により放課後に家にい

ない子どもの居場所を確保するため、放

課後児童クラブをはじめとする地域の

実情に応じた多様なサービスの充実を

図ります。【再掲】 

 

【指標】保育を必要とする子どもに係る利用定員（４月１日時点）（人） 

現状値 2020 2021 2022 

31,302 32,128 32,546 32,970 

 現状値は 2018 年の値 

 

【指標】放課後児童クラブ設置数（５月１日時点）（箇所） 

現状値 2020 2021 2022 

385 419 437 456 

 現状値は 2018 年の値 
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【指標】保育士・保育所支援センターマッチング件数（件）〔累計〕 

現状値 2020 2021 2022 

122 265 408 558 

 現状値は 2018 年の単年の実績値、目標値は 2019 年からの累計 

 

※１ 市町村子ども・子育て支援事業計画：子ども・子育て支援法第 61 条第１項の

規定により、市町村が、教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業の提供体制

の確保その他同法に基づく業務の円滑な実施に関して定める計画。 

※２ 県子ども・子育て支援事業支援計画：子ども・子育て支援法第 62 条第１項の

規定により、県が、教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業の提供体制の確

保その他同法に基づく業務の円滑な実施に関して定める計画。 

※３ 地域型保育事業：子ども・子育て支援新制度において、市町村による認可事業

として、児童福祉法に位置付けられた事業。小規模保育事業、家庭的保育事業、

事業所内保育事業、居宅訪問型保育事業の４類型がある。 

※４ 岩手県保育士・保育所支援センター：潜在保育士の就職や保育所等における潜

在保育士活用支援等を行うため、潜在保育士と保育所等とのマッチングの支援や

相談支援などを行う機関。 

※５ 保育士修学資金の貸付：指定保育士養成施設に在学し、保育士資格取得後に県

内の保育所等で働くことを希望する学生を支援するため、修学資金等の貸付を行

う事業。 

 

 

  キ 仕事と生活を両立できる環境をつくります 

現状・課題 主要な施策の概要 

年間総実労働時間が全国平均と比較

して長く、年次有給休暇取得率も全国

平均と比較して低い状況であることか

ら、働き方改革の一層の推進等、働き

やすい職場づくりの取組が必要です。 

いわてで働こう推進協議会を核とし

た「いわて働き方改革推進運動」の展

開により、長時間労働の是正、年次有

給休暇の取得率向上、完全週休２日制

普及等の働き方改革の取組を推進しま

す。【再掲】 

仕事と子育ての両立を支援する企業

の認証・表彰の実施などにより、子育

てにやさしい職場環境づくりを支援し

ます。【再掲】 

 

【指標】いわて働き方改革推進運動参加事業者数（事業者）〔累計〕【再掲】 

現状値 2020 2021 2022 

217 600 800 1,000 

 現状値は 2018 年の値 
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【指標】年次有給休暇の取得率（％） 

現状値 2020 2021 2022 

(2018) 

48.7 

(2019) 

62.0 

(2020) 

69.0 

(2021) 

75.0 

 

 ク 快適で豊かな暮らしを支える生活環境をつくります 

(ア) 快適に暮らせる良質で環境に配慮した居住環境づくり 

現状・課題 主要な施策の概要 

岩手県子どもの生活実態調査による

と、家賃負担の少ない住居の確保が望

まれています。 

子育て中の世帯の入居を受け入れる

民間賃貸住宅のセーフティネット住宅

情報の提供を推進します。 

公営住宅においては、子育て世帯に

対する入居収入基準の緩和措置を実施

します。 

子育てしやすい住宅環境の確保が必

要です。 

バリアフリー基準を満たす住宅の新

築・リフォームに対する補助を実施し

ます。 

公営住宅においては、バリアフリー

化など、子育て世帯等に対応した整備

を推進し、居住水準の向上に努めます。 

 

(イ) 快適で魅力あるまちづくりの推進 

現状・課題 主要な施策の概要 

妊産婦や子どもを含むすべての人

が、安全かつ円滑に移動でき、快適に

過ごすことができるよう、ユニバーサ

ルデザインの視点に立ったまちづくり

の推進が必要です。 

すべての人が、安全かつ円滑に利用

できる環境の整備を進める「ひとにや

さしいまちづくり」に向け、「ひとにや

さしいまちづくり条例」に基づき、特

定公共的施設を新築する際の普及・啓

発の取組により、多くの人が利用する

施設のバリアフリー化を促進します。 

 

【指標】バリアフリー化に対応した特定公共的施設数（施設）〔累計〕 

現状値 2020 2021 2022 

94 96 99 102 

 現状値は 2018 年の値 
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ケ 地域の暮らしを支える公共交通を守り、つながりや活力を感じられる地域コミュニ

ティを目指します 

(ア) 地域公共交通の利用促進 

現状・課題 主要な施策の概要 

買い物や通院、通学など住民の足と

なる交通手段の確保が求められている

中、誰もが利用しやすい環境を整備す

るための取組が必要です。 

妊婦や子ども連れの親子が公共交通

機関を安全かつ円滑に利用できるよ

う、公共交通機関のバリアフリー化を

推進します。 

 

【指標】ノンステップバスの導入率（％） 

現状値 2020 2021 2022 

20.5 29.0 32.0 35.0 

 現状値は 2017 年の値 

 

(イ) 持続可能な地域コミュニティづくり 

現状・課題 主要な施策の概要 

人口減少や少子高齢化の進行による

地域コミュニティの機能低下、担い手

不足が懸念されている中、地域ぐるみ

での子育て支援を促進するため、持続

可能な地域コミュニティづくりとコミ

ュニティを支える人材の育成に取り組

む必要があります。 

地域ぐるみでの子育て支援を促進す

るため、地域づくり活動の担い手とな

る人材の育成を進めるとともに、市町

村と連携しながら、地域コミュニティ

活性化のための取組を推進します。 

 

【指標】活動中の元気なコミュニティ特選団体（※１）数（団体） 

現状値 2020 2021 2022 

179 203 215 227 

    現状値は 2018 年の値 

 

※１ 元気なコミュニティ特選団体：地域の課題解決を目指し、住民の主体的な参画

によりそれぞれの地域で優れた活動を行っている、県内の模範となる団体。 
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 コ 性別や年齢にかかわらず活躍できる社会をつくります 

現状・課題 主要な施策の概要 

共働き世帯の男性の家事時間が女性

に比して低いことから、 男女が共に家

事や子育てをする意識醸成が必要で

す。 

市町村、ＮＰＯ等と連携し、幅広く

男女共同参画に関する学習機会を提供

するとともに、多様な広報媒体を通じ

て広報・啓発活動を推進します。 

社会の慣習・慣行等の中にある性差

別の意識や男女の固定的な性別役割分

担意識を見直し、一人ひとりの個性や

能力を発揮して自らの意思によって行

動ができるよう、男女平等の意識を高

める教育の充実が必要です。 

学校教育等を通じ、男女の平等意識

や男女共同参画意識を啓発するととも

に、家事、育児などの知識・技術の習

得を促進します。 

 

【指標】男女共同参画フェスティバル（※１）参加者数（人）〔累計〕 

現状値 2020 2021 2022 

812 2,000 3,000 4,000 

 現状値は 2018 年単年の実績値、目標値は 2019 年からの累計 

 

【指標】出前講座受講者数（人）〔累計〕 

現状値 2020 2021 2022 

3,314 8,800 13,200 17,600 

 現状値は 2018 年単年の実績値、目標値は 2019 年からの累計 

 

【指標】男女共同参画サポーター（※２）の男性認定者数（人）〔累計〕 

現状値 2020 2021 2022 

150 178 192 206 

 現状値は 2018 年の値 

 

※１ 男女共同参画フェスティバル：岩手県では、６月を「いわて男女共同参画推進

月間」と定めており、県民、事業者及び市町村の関心と理解を深めるために期間

中にフェスティバルを開催している。 

※２ 男女共同参画サポーター：岩手県内の各地域や職場等において、「男女共同参

画社会づくり」を推進する人材として平成 12 年から県が養成している。 
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（３） 子どもを生む世代が安心できる環境をつくる 

 ア 結婚・家庭・子育てに希望を持てる環境づくりを推進します 

現状・課題 主要な施策の概要 

少子化が進行する中、乳幼児と触れ

合う機会が減少しており、子どもを生

み育てることの意義や、子どもや家庭

の大切さを理解するため、乳幼児と触

れ合う機会を広げるための取組を推進

する必要があります。 

子どもを生み、育てることの意義や、

子どもや家庭の大切さについて理解を

深めるよう、これから親となる若者な

どを対象とした保育所等での育児体験

や、市町村や学校での中高生を対象と

した乳幼児とのふれあい体験を行うこ

とができる環境づくりを推進します。 

少子化の要因の一つとして、未婚化、

晩婚化があげられるとともに、独身男

女が結婚しない理由として、「適当な相

手とめぐり会わない」ことが最も多く

なっていることから、結婚を願う県民

に対し出会いの場を提供する必要があ

ります。 

結婚したいと願う県民の希望をかな

えるため、”いきいき岩手”結婚サポー

トセンター「ｉ-サポ」を設置・運営し、

会員登録によるマッチング支援や結婚

情報の提供などを促進します。 

いきいき岩手支援財団の「いわて子

ども希望基金（※１）」を活用し、未婚

男女の出会いの場の創出を支援するな

ど、若者の交流活動を促進します。 

社会全体で、結婚を応援する機運を

醸成していくことが必要です。 

社会全体で結婚を応援する機運を醸

成し、企業の結婚支援活動を促進する

ため、新婚夫婦やカップルに商品の割

引などのサービスを提供する「いわて

結婚応援の店（※２）」の協賛店の拡充

に努めます。 

妊娠・出産に関する様々な支障や心

身にわたる悩みを抱えている方を支援

していくことが必要です。 

不妊専門相談センター（※３）や保

健所において、不妊・不育に関する相

談及び情報を提供するとともに、体外

受精など特定の不妊治療のほか、男性

の不妊治療に要する費用の一部を助成

し、その経済的負担の軽減を図ります。 

社会全体で、子育てを応援する機運

を醸成していくことが必要です。 

社会全体で子育てを応援する機運を

醸成し、企業の子育て支援活動を促進

するため、妊婦や子ども連れの親子に

商品の割引などのサービスを提供する

「いわて子育て応援の店」の協賛店の

拡充等に努めます。 

少子化対策のために、行政に加え地

域・企業など社会全体として、それぞ

れの役割を一層果たすことができる環

労働局が主催する「岩手子育ての女

性の就職支援協議会」における関係機

関や企業・団体等との情報交換等を通
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現状・課題 主要な施策の概要 

境を整備することが必要です。 じ、国の施策や関係機関の取組との十

分な連携を図ります。【再掲】 

いわてで働こう推進協議会を核とし

た「いわて働き方改革推進運動」の展

開により、長時間労働の是正、年次有

給休暇の取得率向上、完全週休二日制

普及等の働き方改革の取組を推進しま

す。【再掲】 

仕事と子育ての両立を支援する企業

の認証・表彰の実施などにより、子育

てにやさしい職場環境づくりを支援し

ます。【再掲】 

 

【指標】結婚サポートセンター会員における成婚者数（人）〔累計〕 

現状値 2020 2021 2022 

62 220 330 440 

 現状値は 2018 年単年の実績値、目標値は 2019 年からの累計 

 

【指標】特定不妊治療費（男性不妊治療を含む。）の助成人数（人）〔累計〕 

現状値 2020 2021 2022 

369 780 1,170 1,560 

 現状値は 2018 年単年の実績値、目標値は 2019 年からの累計 

 

【指標】「いわて子育て応援の店」協賛店舗数（店舗）〔累計〕【再掲】 

現状値 2020 2021 2022 

1,933 2,118 2,209 2,300 

 現状値は 2018 年の値 

 

【指標】いわて子育てにやさしい企業等認証の認証数（事業者）〔累計〕【再掲】 

現状値 2020 2021 2022 

123 215 265 315 

 現状値は 2018 年の値 

 

※１ いわて子ども希望基金：（公財）いきいき岩手支援財団が管理、運用する基金。

基金の運用益を基に、未婚男女の出会いの場の創出に関する事業、地域子育て活

動支援事業、子育てにやさしい職場環境づくり助成事業を実施。 

※２ いわて結婚応援の店：結婚を希望する方を社会全体で応援するため、新婚夫婦

や婚活中の若者を対象に、「いわて結婚応援の店」として協賛店独自のサービス

を提供。 
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※３ 不妊専門相談センター：不妊・不育に悩む夫婦に対し、医学的・専門的な相談

や、不妊・不育による心の悩み等について対応する機関。 

イ 安全・安心な出産環境を整備します 

現状・課題 主要な施策の概要 

妊娠・出産から子育て期にわたり切

れ目なく支援するため、子育て世代包

括支援センターの設置や様々な母子保

健事業の展開が求められています。 

子どもを安心して生み育てることが

できるよう、妊娠、出産、育児等につ

いて総合的な支援を行う子育て世代包

括支援センターの設置促進や、産後ケ

ア事業などの妊産婦支援の促進に取り

組みます。 

妊娠 11 週以降の届出や、妊婦健康診

査の未受診者がいる中で、安心して妊

娠、出産、育児等を行うため、正しい

知識を得る機会や相談先の充実が求め

られています。 

妊娠、出産、育児等についての健康

教育や相談活動の充実を図ります。ま

た、妊娠の届出や妊婦健康診査の受診

率の向上を図るとともに、未受診者に

対する指導の充実に努めます。 

早産や妊産婦メンタルヘルスケア、

発達障害の早期発見などについて、妊

産婦や家族に対して普及啓発していく

必要があります。 

県医師会の協力を得て、本県独自の

母子健康手帳を作成し、母と子の健康

支援に関する情報提供の充実に努めま

す。 

妊産婦は心身のバランスを崩しやす

く、妊産婦のメンタルヘルスの不調は

子どもの心身の発達にも影響を及ぼ

し、児童虐待のリスクになり得ます。 

児童虐待の発生予防に向けて、妊産

婦メンタルヘルスケアや乳児家庭全戸

訪問等により、親子の心身の健康支援

の充実に努めます。【再掲】 

HTLV-1 の主な感染ルートの１つが母

子感染であり、妊婦に対する HTLV-1 抗

体検査の適切な実施、キャリア相談体

制の充実等により、母子感染防止のた

めの体制整備を図る必要があります。 

HTLV-1(※１) 母子感染予防につい

て、協議会を設置し、妊婦に対する抗

体検査の実施や相談体制等の整備に努

めます。 

本県では、岩手医科大学附属病院を

総合周産期母子医療センターとして指

定し、ハイリスク妊産婦に対する医療

及び高度な新生児医療を提供している

ほか、県内４つの周産期医療圏に９つ

の地域周産期母子医療センターを認定

し、周産期に係る比較的高度な医療を

提供していますが、救急搬送体制を強

化し、母体及び新生児の救急搬送受入

施設の調整等を円滑に行うため、総合

周産期母子医療センターに配置してい

る周産期救急搬送コーディネーターと

総合周産期母子医療センターを中核

とし、インターネットを活用した周産

期医療情報の共有を図りながら、地域

の周産期母子医療センターや診療所、

市町村等との連携を促進し、妊娠のリ

スクに応じた適切な周産期医療の提供

に努めます。 
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現状・課題 主要な施策の概要 

県内の周産期医療施設、消防機関等と

の連携を推進する必要があります。 

これまで周産期医療従事者等を対象

として、新生児蘇生法等に関する研修

を実施してきたほか、超音波画像診断

装置の操作等の専門的な研修により、

人材育成を行ってきましたが、限られ

た周産期医療資源を効率的に活用し、

医療従事者の負担を軽減するため、医

療人材の育成確保や医療環境の整備を

行う必要があります。 

また、妊産婦等への支援においては、

関係機関が連携して支援に当たる必要

があるほか、対象者のニーズに対応す

るため、保健医療従事者の資質向上を

図る必要があります。 

母子保健医療体制の充実を図るた

め､県医師会、県歯科医師会、県立大学、

県助産師会等と連携し、多様なニーズ

に対応する保健医療従事者の資質の向

上に努めるとともに、関係機関の連携

を推進します。 

子どもの年齢に応じた成長・発達の

確認や病気や障がいの早期発見のた

め、乳幼児健康診査を全ての子どもが

適切な時期に健診を受けることが重要

です。 

また、乳幼児期における、食習慣の

基礎の確立支援、予防接種の勧奨、事

故防止対策等に努める必要がありま

す。 

乳幼児健康診査の受診率の向上を図

るとともに、乳幼児期からのバランス

のとれた食生活の支援、歯科疾患の予

防、咀嚼機能の発達支援など、乳幼児

への保健指導の充実に努めます。また、

予防接種率の向上、乳幼児の事故防止

について、普及啓発に努めます。 

 

【指標】周産期救急患者搬送のコーディネート件数（件） 

現状値 2020 2021 2022 

285 311 320 330 

 現状値は 2018 年の値 

 

【指標】産後ケア事業実施市町村数（他市町村との連携を含む）（市町村） 

現状値 2020 2021 2022 

9 21 27 33 

 現状値は 2018 年の値 

 

※１ HTLV-1：ヒト T 細胞白血病ウイルス（Human T-cell Leukemia Virus Type 1）

の略称で、血液中の白血球のひとつであるリンパ球に感染するウイルス。 
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  ウ 若い世代の県内就業を促進し、Ｕ・Ｉターンを推進します 

現状・課題 主要な施策の概要 

県内では産業集積等に伴い、かつて

ない規模の人材確保が急務となってお

り、若者等の県内就職の促進とともに、

効果的なＵ・I ターン対策が必要です。 

岩手県の人口の社会減は、18 歳の進

学・就職期と 22 歳前後の就職期におけ

る若者の転出が主な要因であり、効果

的なＵ・I ターン対策とともに、地元定

着につながる取組を一層促進する必要

があります。 

就業支援員等による学校や企業訪

問・相談を通じて、高校生の就職及び

定着を支援するとともに、「ジョブカフ

ェいわて」などを拠点として、キャリ

アカウンセリングや研修等により若者

や女性の就職活動や職場定着を支援し

ます。 

関係団体・機関が連携し新卒者の県

内就業率の向上や離職防止の取組を進

めます。特に、就職期の女性の地元定

着のための取組を推進します。 

Ｕ・Ｉターンを推進するため、首都

圏等在住者に訴求力の高い情報発信に

取り組むほか、希望者のニーズを捉え、

市町村と連携し情報提供や移住体験等

施策の充実を図ります。 

 

【指標】高校生の県内企業の認知度割合（％） 

現状値 2020 2021 2022 

50.8 83.6 91.8 100 

 現状値は 2016 年の値 

 

【指標】ジョブカフェ等のサービスを利用してい就職決定した人数（人）〔累計〕 

現状値 2020 2021 2022 

2,026 4,200 6,300 8,400 

 現状値は 2018 年単年の実績値、目標値は 2019 年からの累計 

 

【指標】高卒者３年以内の離職率（％） 

現状値 2020 2021 2022 

38.8 36.4 35.6 35.0 

 現状値は 2017 年の値 
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エ 女性・若者・障がい者などの職業能力開発を支援します 

現状・課題 主要な施策の概要 

岩手の将来を担う若手をはじめ、あ

らゆる人が持てる能力を最大限に発揮

するために、女性・若者・障がい者な

どへの職業能力開発を支援する取組が

必要です。 

育児に配慮した託児サービス付き訓

練を実施するなど、女性の再就職を支

援するとともに、就職につながりやす

い国家資格の取得を目指す訓練コース

など、雇用情勢や産業政策、企業ニー

ズを踏まえた職業訓練等の就業支援を

実施します。 

県立職業能力開発施設において、時

代の変化や地域ニーズに対応した体制

整備を推進し、将来の本県産業を担う

人材を育成するとともに、就職を希望

する学生の県内就職を促進します。 

 

【指標】離職者等を対象とした職業訓練の女性受講者の就職率（％） 

現状値 2020 2021 2022 

（2017） 

76.6 

（2018） 

84.0 

（2019） 

84.0 

（2020） 

84.0 

 

【指標】県立職業能力開発施設における県内企業への就職率（％） 

現状値 2020 2021 2022 

59.8 71.0 73.0 75.0 

    現状値は 2018 年の値 

 

（４） 東日本大震災津波からの復興を推進する 

  ア 健康の維持、増進を図るとともに、要保護児童を支援します 

 (ア) 被災者のこころのケアの推進 

現状・課題 主要な施策の概要 

震災によりストレスを抱える子ど

もの専門治療を行う「いわてこどもケ

アセンター」の延受診者件数は未だに

増加しており、息の長い支援が求めら

れています。 

「いわてこどもケアセンター（※

１）」を拠点として、震災ストレスへ

の専門的な治療、児童精神科医や臨床

心理士等の専門スタッフの確保・養

成、地域の子ども家庭支援者への研修

を一体的に実施し、被災した子どもや

家族への心のケアを継続的に実施し

ます。 

 

被災地においては、子どもを安全に

遊ばせることができる環境が不足し

遊びや体験が不足している沿岸被

災地の子どものたちの健全育成のた
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現状・課題 主要な施策の概要 

ており、生活環境の変化などによりス

トレスを感じることの多い子どもた

ちが健やかに成長していくための支

援が必要です。 

め、遊び場の提供を行います。 

 

【復興推進プランにおける主な事業】（暮らしの再建／保健・医療・福祉） 

事業名 事業概要 

被災児童こころのケア事業（いわてこど

もケアセンター設置運営事業） 

被災児童の専門的な精神的ケア等を実施 

・巡回診療：３か所（宮古市、釜石市、

大船渡市） 

・巡回診療日数：240 日（2019・2020 計） 

※１ いわてこどもケアセンター：東日本大震災津波で被災した子どものこころ

のケアや支援者への研修などを行うため、岩手医科大学に委託して開設。 

 

(イ) 要保護児童への支援 

現状・課題 主要な施策の概要 

子どもたちの健全育成のためには、

支援者の資質向上が必要であり、国の

復興・創生期間終了後も支援者が自ら

研修会等を開催し、スキルアップの機

会をつくることができるよう支援が必

要です。 

支援者のスキルアップ等のため、保

育支援研修会を実施するとともに、保

育所等が実施する資質向上等の研修を

支援します。また、親族里親等のため

の研修会を実施します。 

 東日本大震災に伴う被災者を取り巻

く環境の変化に対応し、安心して日常

生活を営むことができるよう、支援が

必要です。 

震災により住宅の全半壊など財産の

損失があった場合や、生計維持者の失

職等に伴い家庭の収入が震災前に比べ

減少した場合に市町村が行う保育料の

減免に対して支援を行います。 

被災孤児の成長に伴い、里親が抱える

悩みや不安も変わっており、ニーズに

応じた相談対応が必要です。 

被災孤児を養育する里親に対して、

子どもの養育方法や心理面のケアにつ

いて支援します。 

 

【復興推進プランにおける主な事業】（暮らしの再建／保健・医療・福祉） 

事業名 事業概要 

児童養育支援ネットワーク事業（被災児

童対策事業） 

被災児童等に対して適切な対応が図られ

るよう、沿岸 12 市町村を対象とし、保育

所職員、市町村職員、保護者等への研修

を実施 

・保育所職員等研修会実施回数：48 回 

（2019・2020 計） 
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イ 被災児童が安心して学べる環境を支援します 

現状・課題 主要な施策の概要 

東日本大震災津波により、被災した児

童生徒が経済的理由により修学を断念

することがないよう、社会人になるま

での修学の支援や教育の充実を図る必

要があります。 

被災孤児・遺児の状況把握を行い、

民間等からの支援情報等必要な情報提

供を行うとともに、いわての学び希望

基金給付金・奨学金等を支給します。 

東日本大震災津波により被災した生

徒が被災前同様の運動部活動が行える

よう支援をする必要があります。 

震災により家計が急変した世帯の生

徒の教科書購入費等の支給や、被災地

で文化活動や運動部活動に励む子ども

の支援を行います。 

 

【復興推進プランにおける主な事業】（暮らしの再建／教育・文化・スポーツ） 

事業名 事業概要 

いわて学び希望基金奨学金給付事業 東日本大震災津波で親を失った児童生徒

等が、経済的理由により就学を断念する

ことのないよう、奨学金を給付 

・小・中・高大学等に在籍する者に定期

金（月額）を給付 

・小学校に入学した者及び小・中・高校

を卒業した者に一時金を給付 

いわての学び希望基金大学等進学支援一

時金給付事業 

東日本大震災津波で被災した低所得世帯

の高校生等が、経済的な理由により大学

等への進学を断念することのないよう、

進学に伴い必要となる費用等の一部を給

付 

いわての学び希望基金教科書購入費等給

付事業 

東日本大震災津波により被災した生徒及

び保護者等に対し、高等学校における修

学の支援を目的として、教科用図書、修

学旅行費及び入学に要する経費の全部又

は一部を給付 
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第４章 計画推進に向けて                             

１ 計画の推進のための役割 

この計画の推進に当たり、保護者、子ども・子育て支援機関等、事業主及び県

民には、条例第３条に規定する基本理念にのっとり、次の役割を担うことが期待

されます。 

 

（１） 保護者 

自らが子育てについて最も重要な役割を担っているという認識の下、必要に応

じて県、市町村及び子ども・子育て支援機関等による子ども・子育て支援の活用

を図りながら、子どもを健やかに育むこと。 

 

（２） 子ども・子育て支援機関等 

子ども・子育て支援に関する専門的な知識及び経験を生かし、子ども・子育て

支援を行うとともに、県及び市町村が実施する子ども・子育て支援に関する施策

に協力するよう努めること。 

 

（３） 事業主 

その雇用する労働者が安心して子どもを生み、育てることができるようにする

ために必要な雇用環境の整備を行うとともに、県及び市町村が実施する子ども・

子育て支援に関する施策に協力するよう努めること。 

 

（４） 県民 

      子ども・子育て支援についての関心と理解を深めるとともに、県及び市町村が

実施する子ども・子育て支援に関する施策に協力するよう努めること。 

 

２ 計画の推進体制 

計画の推進に当たっては、「岩手県子ども・子育て会議」等の場を通じて県民の意向

を反映させるとともに、国や市町村、関係団体等との緊密な連携を図ります。 

 

３ 施策の実施状況の公表と計画の見直し 

この計画の実施状況については、毎年度、前年度の実施状況を取りまとめ、公表し

ます。 

また、県民の子育てを支え、子どもを健やかに育むため、「岩手県子ども・子育て会

議」の意見や、近年多発する自然災害、直近の新型コロナウイルス感染症流行の例な

ど不測の社会経済環境の変化を踏まえ、柔軟に計画内容の見直しを行い、効果的かつ

ニーズに合った施策の推進に努めます。 
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いわて子どもプラン（2020～2024）に関する問合せ先 

岩手県保健福祉部子ども子育て支援室 

 〒020-8570 岩手県盛岡市内丸 10-1 

 電話  ：019-629-5461 

 ﾌｧｸｼﾐﾘ ：019-629-5464 

 Ｅメール：AD0007＠pref.iwate.jp   


